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(57)【要約】
　架橋感圧性接着剤の調製方法であって、少なくとも１種の放射線架橋性感圧性接着剤組
成物を、少なくとも１つの発光ダイオードの放射線に曝露して、放射線架橋性感圧性接着
剤組成物を架橋することを含む方法が、提供される。架橋感圧性接着剤は、任意にホット
メルト処理可能な感圧性接着剤である。この方法によって調製された放射線架橋感圧性接
着剤が、提供される。可撓性バッキング層及びこの方法により調製された放射線架橋感圧
性接着剤を含む接着剤物品も、提供される。架橋感圧性接着剤は、剥離力又は粘着力を犠
牲にすることなく、高い剪断を呈する傾向がある。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　架橋感圧性接着剤の調製方法であって、少なくとも１種の放射線架橋性感圧性接着剤組
成物を、少なくとも１つの発光ダイオードの放射線に曝露して、前記放射線架橋性感圧性
接着剤組成物を架橋し、それによって前記架橋感圧性接着剤を形成することを含む、方法
。
【請求項２】
　前記少なくとも１種の架橋性感圧性接着剤組成物が、
　ａ）
　　ｉ）少なくとも１種のアルキル（メタ）アクリレートモノマー、
　　ｉｉ）任意に、少なくとも１種の酸官能性エチレン性不飽和モノマー、
　　ｉｉｉ）任意に、少なくとも１種の非酸官能性エチレン性不飽和モノマー、
　　ｉｖ）少なくとも１種の開始剤、及び
　　ｖ）任意に、少なくとも１種の放射線感受性架橋剤を含む構成成分の重合反応生成物
と、
　ｂ）任意に、少なくとも１種の非光架橋性（コ）ポリマーと、
　ｃ）任意に、少なくとも１種の放射線感受性架橋剤と、
　ｄ）任意に、少なくとも１種の補助剤と、
　ｅ）任意に、少なくとも１種の粘着付与剤と、を含み、
　前記感圧性接着剤組成物が、少なくとも１種の放射線感受性架橋剤を含む、請求項１に
記載の方法。
【請求項３】
　前記架橋感圧性接着剤が、ホットメルト処理可能な感圧性接着剤を含む、請求項１又は
２に記載の方法。
【請求項４】
　前記少なくとも１つの発光ダイオードが、２００～６００ｎｍの範囲の波長を有する放
射線を提供する、請求項１～３のいずれか一項に記載の方法。
【請求項５】
　前記少なくとも１つの発光ダイオードが、３００～４００ｎｍの範囲の波長を有する放
射線を提供する、請求項１～４のいずれか一項に記載の方法。
【請求項６】
　前記少なくとも１つの発光ダイオードが、１０ｎｍ以下の範囲の波長を有する放射線を
提供する、請求項１～５のいずれか一項に記載の方法。
【請求項７】
　前記少なくとも１種の粘着付与剤が、総モノマー１００重量部あたり１０重量部を超え
る量、又は総モノマー１００重量部あたり４０重量部～７０重量部の量で存在する、請求
項２～６のいずれか一項に記載の方法。
【請求項８】
　前記少なくとも１種の放射線感受性架橋剤が、共重合（ＩＩ）型光架橋剤を含む、請求
項２～７のいずれか一項に記載の方法。
【請求項９】
　前記少なくとも１種の放射線感受性架橋剤が、総モノマー１００重量部あたり少なくと
も０．０５重量部の量で存在する、請求項２～８のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１０】
　前記少なくとも１種の任意の非酸官能性エチレン性不飽和モノマーが、存在し、かつ水
素供与性モノマーを含む、請求項２～９のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１１】
　前記少なくとも１種の補助剤が、存在し、かつ放射線架橋性添加剤、増粘剤、粒状充填
剤、酸化防止剤、着色剤、芳香剤又はこれらの組み合わせを含む、請求項２～１０のいず
れか一項に記載の方法。
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【請求項１２】
　前記放射線架橋性添加剤が、少なくとも１種のビス（ベンゾフェノン）を含む、請求項
１１に記載の方法。
【請求項１３】
　ｃ）が、存在し、かつ架橋ポリマーを含む、請求項２～１２のいずれか一項に記載の方
法。
【請求項１４】
　請求項１～１３のいずれか一項に記載の方法による放射線架橋感圧性接着剤。
【請求項１５】
　請求項１～１３のいずれか一項に記載の放射線架橋感圧性接着剤及び可撓性バッキング
層を含む、接着剤物品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、感圧性接着剤の架橋に関する。
【背景技術】
【０００２】
　感圧性接着テープは、家庭及び仕事場において実質的にいたるところに存在する。その
最も簡単な構成において、感圧性接着テープは、接着剤及びバッキングを含み、全体の構
造は、使用温度において粘着性があり、適度な圧力を使用するだけで様々な基材に接着し
て、結合を形成する。この様式によって、感圧性接着テープは、完全自己完結型結合系を
構成する。
【０００３】
　現在、天然の生又は合成ゴム、ブロックコポリマー及び（メタ）アクリル系ポリマー組
成物を含む、多種多様な感圧性接着剤（ＰＳＡ）材料が入手可能である。ホットメルトＰ
ＳＡは、溶液コート接着剤に対する代替案であり、高温で架橋して接着特性をもたらすこ
とができる。
【０００４】
　化学放射線を使用する架橋剤としては、いくつかの異なる材料が使用されており、例え
ば、多官能性アクリレート、アセトフェノン、ベンゾフェノン及びトリアジンである。化
学放射線処理に加えて、ＰＳＡを、溶媒及びホットメルトコーティング技術によって基材
に塗布することができる。溶媒コーティング技術は広く使用されているが、ホットメルト
コーティング技術は、いくつかの環境上及び経済的な利点をもたらすことができる。しか
し、ポリマーの乾燥及び架橋が同時に実施される溶媒コーティング技術と異なり、ホット
メルトコーティングは、コーティング及び架橋を連続的に実施することが必要である。こ
のことは競合する考察に起因しており、ポリマーは、滑らかにホットメルトコーティング
される場合には高度に架橋されるべきではないが、ポリマーは、ポリマーがＰＳＡの場合
には、例えば高度な剪断などの特定の望ましい性能特性を達成するために架橋される必要
がある。したがって、ホットメルトコーティングは、コートポリマーの架橋の前に実施さ
れる。
【発明の概要】
【０００５】
　本開示は、少なくとも１つの発光ダイオードの使用によって感圧性接着剤を架橋するこ
とに関する。
【０００６】
　第１の態様では、架橋感圧性接着剤の調製方法が提供される。この方法は、少なくとも
１種の放射線架橋性感圧性接着剤組成物を、少なくとも１つの発光ダイオードの放射線に
曝露して、放射線架橋性感圧性接着剤組成物を架橋することを含む。
【０００７】
　第２の態様では、第１の態様の方法による放射線架橋感圧性接着剤が提供される。
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【０００８】
　第３の態様では、接着剤物品が提供される。接着剤物品は、可撓性バッキング層及び第
１の態様の方法による放射線架橋感圧性接着剤を含む。
【０００９】
　本開示の上記の発明の概要は、それぞれの開示される態様又は本開示のあらゆる実施を
記載することを意図するものではない。以下の記載は、例示的な実施形態をより具体的に
例示する。本出願の全体を通していくつかの箇所において、例の列挙によって指針が示さ
れており、これらの例を様々な組み合わせで使用することができる。それぞれの場合にお
いて、記載された列挙は、代表的な群としての役割のみを果たすものであり、排他的な列
挙として解釈されるべきではない。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　感圧性接着剤（ＰＳＡ）は、（１）強力かつ恒久的な粘着性、（２）指圧以下での接着
性、（３）被着体又は基材における十分な保持能力及び（４）被着体からきれいに取り外
すのに十分な凝集力、を含む性質を有することが知られている。ＰＳＡとして良好に機能
することが見出されている材料としては、必要な粘弾性特性を呈し、粘着力、剥離接着力
及び剪断保持力の所望のバランスをもたらすように設計及び配合されたポリマーが挙げら
れる。ＰＳＡは、室温（例えば、２０℃）で通常の粘着性があることを特徴とする。ＰＳ
Ａは、表面に対して粘性がある又は接着するというだけの組成物を包含しない。
【００１１】
　これらの接着剤の性質は一般に、Ｐｏｃｉｕｓ　ｉｎ　Ａｄｈｅｓｉｏｎ　ａｎｄ　Ａ
ｄｈｅｓｉｖｅｓ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ：Ａｎ　Ｉｎｔｒｏｄｕｃｔｉｏｎ，２ｎｄＥ
ｄ．，Ｈａｎｓｅｒ　Ｇａｒｄｎｅｒ　Ｐｕｂｌｉｃａｔｉｏｎ，Ｃｉｎｃｉｎｎａｔｉ
，ＯＨ，２００２に示されているように、粘着力、接着力（剥離強度）及び凝集力（剪断
保持力）を個別に測定するように設計されている試験手段によって、評価される。これら
の測定値は、一緒になって、ＰＳＡを特徴づけるのに多くの場合に使用される特性のバラ
ンスを構成している。
【００１２】
　長年にわたる感圧性接着テープの使用の拡大に伴い、性能要件はますます厳しくなって
いる。例えば、剪断保持能力は、元々は室温で適度な荷重を支える用途が意図されていた
が、現在、多くの用途において使用温度及び荷重に関して実質的に増加している。いわゆ
る高性能感圧性接着テープは、高温で１０，０００分間にわたって荷重を支えることがで
きるものである。剪断保持能力の増加は、概ね、ＰＳＡを架橋することによって達成され
るが、高いレベルの粘着力及び接着力を保持し、前述の特性のバランスを保持するために
は、相当な注意を払わなければならない。
【００１３】
　接着力及び凝集力の望ましいバランスが、全てのＰＳＡの中核であり、多くの場合、こ
のバランスは、アクリル酸エラストマーのガラス転移温度及び弾性率などの物理的特性を
最適化することによって達成される。例えば、エラストマーのガラス転移温度（Ｔｇ）又
は弾性率が高すぎる場合、粘着力に関するダルキスト（Dahlquist）の基準（室温及び１
Ｈｚの振動周波数で３×１０６ダイン／ｃｍ２未満の貯蔵弾性率）は満たされず、この材
料は粘着性ではなくなり、それだけではＰＳＡ材料として有用ではない。このような事例
では、多くの場合、低分子量の高Ｔｇ樹脂ポリマー（粘着付与剤）又は低分子量の低Ｔｇ

ポリマー（可塑剤）を使用して、Ｔｇ及び弾性率をＰＳＡに最適な範囲に調整する。
【００１４】
　少なくとも１種の放射線架橋性感圧性接着剤組成物を少なくとも１つの発光ダイオード
（ＬＥＤ）の放射線に曝露することを含む、架橋感圧性接着剤の調製は、架橋ＰＳＡ、特
に、高装填量の粘着付与剤を含有するＰＳＡの高温剪断性能を改善できることが発見され
た。放射線供給源としての発光ダイオードの使用は、より一定した曝露を提供する、局所
加熱効果を低減する、ＰＳＡの厚さにわたる接着剤架橋密度勾配を減少する、局在化表面
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架橋（そうでなければ、粘着力の望ましくない低下をもたらしうるもの）を最小限にする
傾向を有する。加えて、放射線供給源としてのＬＥＤの使用は、大出力を有し、かつその
スペクトルエネルギー分布が温度依存性であることが知られている広帯域ＵＶ源の使用を
、低減又は排除することを可能にする。ＬＥＤは、中圧水銀球と比較して、狭い帯域内に
高い出力を提供し、長いランプ寿命を有し、顕著に少ないエネルギーを使用し、非常に少
ない熱を放出する。
【００１５】
　以下の定義された用語の用語集では、異なる定義が特許請求の範囲又は本明細書の他の
箇所において提示されない限り、これらの定義が本出願の全体にわたって適用される。
【００１６】
　用語集
　本記載及び特許請求の範囲の全体を通して特定の用語が使用されており、大部分は周知
であるが、いくらか説明を必要とするものもある。本明細書に使用されるとき、以下のこ
とが理解されるべきである。
【００１７】
　本明細書及び添付の実施形態において使用されるとき、単数形「ａ」、「ａｎ」及び「
ｔｈｅ」は、特に内容よる明確な指示がない限り、複数の対象を含む。したがって、例え
ば、「化合物」への参照には、２つ以上の化合物の混合物が含まれる。本明細書及び添付
の実施形態において使用されるとき、用語「又は」は、特に内容による明確な指示がない
限り、「及び／又は」を含む意味において概ね用いられる。
【００１８】
　本明細書に使用されるとき、端点による数値範囲の記述には、その範囲内に包含される
全ての数値が含まれる（例えば、１～５には、１、１．５、２、２．７５、３、３．８、
４及び５が含まれる）。
【００１９】
　特に指示がない限り、本明細書及び実施形態に使用される量又は成分、特性の測定値な
どを表す全ての数は、全ての場合において用語「約」により修飾されていることが理解さ
れるべきである。したがって、特に指示がない限り、前述の明細書及び添付の実施形態の
列挙において記載されている数値パラメーターは、本開示の教示を利用して当業者が得よ
うとする所望の特性に応じて変りうる。少なくとも請求項記載の実施形態の範囲への均等
論の適用を限定する試みとしてではなく、各数値パラメーターは、少なくとも、報告され
る有効桁数を踏まえて、通常の四捨五入の技術を適用することによって解釈されるべきで
ある。
【００２０】
　用語「含む（comprises）」及びその変化形は、これらの用語が本記載及び特許請求の
範囲において現れる場合、限定的な意味を有さない。
【００２１】
　言葉「好ましい」及び「好ましくは」は、特定の状況下において特定の利益をもたらし
うる本開示の実施形態を指す。しかし、他の実施形態が同じ又は他の状況下で好ましいこ
ともある。更に、１つ以上の好ましい実施形態の記述は、他の実施形態が有用ではないこ
とを示唆するものではなく、他の実施形態を本開示の範囲から排除することを意図しない
。
【００２２】
　用語「（コ）ポリマー」は、単一のモノマーを含有するホモポリマー及び２つ以上の異
なるモノマーを含有するコポリマーの両方を含むものである。
【００２３】
　用語「（メタ）アクリル酸」又は「（メタ）アクリレート」は、アクリル酸及びメタク
リル酸（又はアクリレート及びメタクリレート）の両方を含むものである。本明細書に使
用されるとき、用語「アクリレート」は、アルコールのモノマーアクリル酸又はメタクリ
ル酸エステルを指す。アクリレート及びメタクリレートのモノマー、オリゴマー又はポリ
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マーは、本明細書において集合的に「アクリレート」と呼ばれる。
【００２４】
　用語「脂肪族基」は、飽和又は不飽和の直鎖又は分枝鎖炭化水素基を意味する。この用
語は、例えば、アルキル基、アルケニル基及びアルキニル基を包含するのに使用される。
【００２５】
　用語「アルキル基」は、直鎖、分枝鎖、環状又はこれらの組み合わせである飽和炭化水
素基を意味し、典型的には、１～２０個の炭素原子を有する。いくつかの実施形態におい
て、アルキル基は１～１８個、１～１２個、１～１０個、１～８個、１～６個又は１～４
個の炭素原子を含有する。アルキル基の例としては、メチル、エチル、イソプロピル、ｔ
－ブチル、ヘプチル、ドデシル、オクタデシル、アミル、２－エチルヘキシルなどが、限
定されることなく挙げられる。用語「アルキレン基」は、二価アルキル基を指す。
【００２６】
　用語「脂環式基」は、脂肪族基の特性に似た特性を有する環状炭化水素基を意味する。
用語「芳香族基」又は「アリール基」は、単核又は多核芳香族炭化水素基を意味する。
【００２７】
　当業者に明白であるように、用語「（ＩＩ）型光架橋剤」は、照射されると、励起して
高エネルギー状態になり、その状態で、水素原子を水素供与性分子から引き抜き、それに
よって水素供与性分子に、例えば、フリーラジカル付加重合及びフリーラジカル付加架橋
などの更なる反応が可能であるフリーラジカルを発生させることができる、光架橋剤を意
味する。表現「共重合（ＩＩ）型光架橋剤」は、光架橋剤が任意の適切なポリマーマトリ
ックスと共重合していることを反映することが意図される。
【００２８】
　用語「水素供与性モノマー」は、照射されると励起して、引き抜き可能な水素原子を引
き抜くことを可能にする高エネルギー状態になる光架橋剤に、水素原子を比較的容易に供
与することができるモノマーを示すことが意図される。表現「共重合水素供与性モノマー
」は、水素供与性モノマーが任意の適切なポリマーマトリックスと共重合していることを
反映することが意図される。
【００２９】
　用語「溶媒」は、別の物質を溶解して、溶液を形成する物質を指す。
【００３０】
　用語「総モノマー」は、重合反応生成物及び任意の追加の材料の両方を含む、感圧性接
着剤組成物における全てのモノマーの組み合わせを指す。
【００３１】
　本明細書全体を通して「１つの実施形態」、「特定の実施形態」、「１つ以上の実施形
態」又は「実施形態」への参照は、用語「実施形態」の前に用語「例示的」が含まれてい
るかにかかわらず、その実施形態と共に記載される、ある特定の特徴、構造、材料又は特
性が、本開示の特定の例示的実施形態の少なくとも１つの実施形態に含まれることを意味
する。したがって、本明細書の全体を通して様々な箇所にある「１つ以上の実施形態にお
いて」、「いくつかの実施形態において」、「特定の実施形態において」、「１つの実施
形態において」、「多くの実施形態において」又は「実施形態において」などの表現の出
現は、必ずしも本開示の特定の例示的実施形態の同一の実施形態を指すとは限らない。更
に、特定の特徴、構造、材料又は特性を、１つ以上の実施形態において任意の適切な方法
によって組み合わせることができる。
【００３２】
　ここで、本開示の様々な例示的実施形態が記載される。本開示の例示的実施形態は、本
開示の趣旨及び範囲から逸脱することなく、様々な修正及び変更を受けることがある。し
たがって、本開示の実施形態は以下に記載される例示的実施形態に限定されず、特許請求
の範囲及びその任意の均等物に記載された制限によって支配されることが理解されるべき
である。
【００３３】
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　第１の態様では、方法が提供される。この方法は、少なくとも１種の放射線架橋性感圧
性接着剤組成物を、少なくとも１つの発光ダイオードの放射線に曝露して、放射線架橋性
感圧性接着剤組成物を架橋し、それによって架橋感圧性接着剤を形成することを含む、架
橋感圧性接着剤の調製を含む。
【００３４】
　特定の実施形態において、適切な架橋性感圧性接着剤組成物は、構成成分の重合反応生
成物及び任意に１つ以上の追加の材料を含む。重合反応生成物の構成成分は、典型的には
、少なくとも１種のアルキル（メタ）アクリレートモノマー及び少なくとも１種の開始剤
、並びに任意に少なくとも１種の酸官能性エチレン性不飽和モノマー、少なくとも１種の
非酸官能性エチレン性不飽和モノマー、少なくとも１種の放射線感受性架橋剤又はこれら
の組み合わせを含む。１つ以上の任意の追加の材料には、典型的には、少なくとも１種の
非光架橋性（コ）ポリマー、少なくとも１種の放射線感受性架橋剤、少なくとも１種の補
助剤、少なくとも１種の粘着付与剤又はこれらの組み合わせが挙げられる。感圧性接着剤
組成物は、少なくとも１種の放射線感受性架橋剤を含み、これは、重合反応生成物、任意
の材料又はその両方において提供されうる。放射線感受性架橋剤が重合反応生成物におい
て提供される場合、放射線感受性架橋剤は、典型的には不飽和放射線感受性光架橋性モノ
マーである。
【００３５】
　構成成分の重合反応生成物の特定の実施形態において、アルキル（メタ）アクリレート
モノマーのアルキル基は、任意に１～２４個の炭素原子、又は４～２０個若しくは６～１
５個若しくは６～１０個の炭素原子を含む。重合反応生成物における使用に適したアルキ
ル（メタ）アクリレートモノマーには、例えば、制限されることなく、アクリル酸メチル
、アクリル酸エチル、アクリル酸ｎ－プロピル、アクリル酸イソプロピル、アクリル酸ｎ
－ブチル、アクリル酸イソブチル、アクリル酸ｎ－ペンチル、アクリル酸イソ－ペンチル
、アクリル酸ｎ－ヘキシル、アクリル酸イソ－ヘキシル、アクリル酸シクロヘキシル、ア
クリル酸オクチル、アクリル酸イソ－オクチル、アクリル酸２－エチルヘキシル、アクリ
ル酸デシル、アクリル酸ラウリル、アクリル酸２－プロピルヘプチル、アクリル酸ステア
リル、アクリル酸イソボルニル及びこれらの組み合わせが挙げられる。特定の実施形態に
おいて、アルキル（メタ）アクリレートモノマーは、アクリル酸イソ－オクチル、アクリ
ル酸２－エチルヘキシル、アクリル酸ブチル及びこれらの組み合わせからなる群から選択
される。典型的には、重合反応生成物は、５０～１００重量部、７０～１００重量部、８
０～１００重量部又は更には９０～１００重量部の少なくとも１種の直鎖又は分枝鎖アル
キル（メタ）アクリレートモノマーを含む、モノマー混合物から調製される。
【００３６】
　典型的な光重合法では、モノマー混合物に、光重合開始剤（すなわち、光開始剤）の存
在下で紫外（ＵＶ）線などの放射線を照射することができる。適切な例示的光開始剤は、
ＢＡＳＦ（Ｌｕｄｗｉｇｓｈａｆｅｎ，Ｇｅｒｍａｎｙ）からＩＲＧＡＣＵＲＥ及びＤＡ
ＲＯＣＵＲの商品名で入手可能なものであり、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケ
トン（ＩＲＧＡＣＵＲＥ１８４）、２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニルエタン－１
－オン（ＩＲＧＡＣＵＲＥ６５１）、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）フェニ
ルホスフィンオキシド（ＩＲＧＡＣＵＲＥ８１９）、１－［４－（２－ヒドロキシエトキ
シ）フェニル］－２－ヒドロキシ－２－メチル－１－プロパン－１－オン（ＩＲＧＡＣＵ
ＲＥ２９５９）、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルホリノフェニル）
ブタノン（ＩＲＧＡＣＵＲＥ３６９）、２－メチル－１－［４－（メチルチオ）フェニル
］－２－モルホリノプロパン－１－オン（ＩＲＧＡＣＵＲＥ９０７）、オリゴ［２－ヒド
ロキシ－２－メチル－１－［４－（１－メチルビニル）フェニル］プロパノン］ＥＳＡＣ
ＵＲＥ　ＯＮＥ（Ｌａｍｂｅｒｔｉ　Ｓ．ｐ．Ａ．，Ｇａｌｌａｒａｔｅ，Ｉｔａｌｙ）
及び２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン（ＤＡＲＯＣＵＲ１
１７３）が挙げられる。追加の適切な光開始剤には、例えば、限定されることなく、ベン
ジルジメチルケタール、２－メチル－２－ヒドロキシプロピオフェノン、ベンゾインメチ
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ルエーテル、ベンゾインイソプロピルエーテル、アニソインメチルエーテル、芳香族塩化
スルホニル、光活性オキシム及びこれらの組み合わせが挙げられる。使用される場合、光
開始剤は、典型的には、総モノマー１００重量部あたり約０．０１～約５．０部又は０．
１～０．５部の量で存在する。
【００３７】
　モノマー混合物は、熱開始剤の使用により、任意に開始される。適切な熱開始剤には、
例えば、限定されることなく、２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）
、２，２’－アゾビソイソブチロニトリル（ＶＡＺＯ６４、Ｅ．Ｉ．ｄｕ　Ｐｏｎｔ　ｄ
ｅ　Ｎｅｍｏｕｒｓ　Ｃｏ．から入手可能）、２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルペ
ンタンニトリル）（ＶＡＺＯ５２、Ｅ．Ｉ．ｄｕ　Ｐｏｎｔ　ｄｅ　Ｎｅｍｏｕｒｓ　Ｃ
ｏ．から入手可能）、２，２’－アゾビス－２－メチルブチロニトリル、（１，１’－ア
ゾビス（１－シクロヘキサンカルボニトリル）、２，２’－アゾビス（メチルイソブチレ
ート）、２，２’－アゾビス（２－アミジノプロパン）ジヒドロクロリド、２，２’－ア
ゾビス（４－メトキシ－２，４－ジメチルバレロニトリル）、４，４’－アゾビス（４－
シアノペンタン酸）及びその可溶性塩（例えば、ナトリウム、カリウム）、過酸化ベンゾ
イル、過酸化アセチル、過酸化ラウロイル、過酸化デカノイル、ペルオキシ二炭酸ジセチ
ル、ジ（４－ｔ－ブチルシクロヘキシル）ペルオキシジカルボネート、ジ（２－エチルヘ
キシル）ペルオキシジカルボネート、ｔ－ブチルペルオキシピバレート、ｔ－ブチルペル
オキシ－２－エチルヘキサノエート、過酸化ジクミル、過硫酸カリウム、過硫酸ナトリウ
ム、過硫酸アンモニウム、過硫酸塩とメタ重亜硫酸ナトリウム又は重亜硫酸ナトリウムと
の組み合わせ、過酸化ベンゾイル＋ジメチルアミン、クメンヒドロペルオキシド＋ナフテ
ン酸コバルト、並びにこれらの組み合わせが挙げられる。使用される場合、熱開始剤は、
典型的には、総モノマー１００重量部あたり約０．０１～約５．０部又は０．１～０．５
部の量で存在する。
【００３８】
　構成成分の重合反応生成物の特定の実施形態では、任意に、１種以上の酸官能性エチレ
ン性不飽和モノマーが含まれる。酸官能基は、カルボン酸などの酸それ自体であってもよ
く又は一部は、アルカリ金属カルボン酸塩などのその塩であってもよい。適切な酸官能性
エチレン性不飽和モノマーには、例えば、限定されることなく、アクリル酸、メタクリル
酸、イタコン酸、フマル酸、クロトン酸、シトラコン酸、マレイン酸、オレイン酸、ベー
タ－カルボキシエチル（メタ）アクリレート、２－スルホエチルメタクリレート、スチレ
ンスルホン酸、２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸及びこれらの組み合
わせが挙げられる。その入手可能性のため、酸官能性モノマーは、概ねエチレン性不飽和
カルボン酸（すなわち、（メタ）アクリル酸）から選択される。更に強い酸が望ましい場
合、酸性モノマーには、エチレン性不飽和スルホン酸及びビニルホスホン酸などのエチレ
ン性不飽和ホスホン酸を挙げることができる。
【００３９】
　使用される場合、酸官能性エチレン性不飽和モノマーは、総モノマー１００重量部に基
づいて、最大２５重量部、最大２０重量部、最大１５重量部又は最大１０重量部の量で存
在する。使用される場合、酸官能性エチレン性不飽和モノマーは、総モノマー１００重量
部に基づいて、少なくとも０．５重量部、少なくとも１．０重量部、少なくとも１．５重
量部又は少なくとも４．０重量部の量で存在する。特定の実施形態において、酸官能性エ
チレン性不飽和モノマーは、総モノマー１００重量部に基づいて、０．５部～２５部、又
は１．０部～１５部、又は１．５部～１０部の量で存在する。
【００４０】
　構成成分の重合反応生成物の特定の実施形態では、任意に、１種以上の非酸官能性エチ
レン性不飽和モノマーが含まれる。そのような極性モノマーは、典型的には、ある程度油
溶性及び水溶性の両方である。適切な非酸官能性エチレン性不飽和モノマーには、例えば
、限定されることなく、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブ
チル（メタ）アクリレート、アクリルアミド、モノ－又はジ－Ｎ－アルキル置換アクリル
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アミド、ｔ－ブチルアクリルアミド、ジメチルアミノエチルアクリルアミド、Ｎ－オクチ
ルアクリルアミド、２－（２－エトキシエトキシ）エチル（メタ）アクリレート、２－エ
トキシエチル（メタ）アクリレート、２－メトキシエトキシエチル（メタ）アクリレート
、２－メトキシエチルメタクリレートを含むポリ（アルコキシアルキル）（メタ）アクリ
レート、ポリエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、アルキルビニルエーテル（
ビニルメチルエーテルを含む）、アクリロニトリル、メタクリロニトリル、酢酸ビニル、
アクリル酸イソボルニル、シアノエチルアクリレート、無水マレイン酸、ヒドロキシアル
キルアクリレート、ベータ－カルボキシエチルアクリレート、ネオデカン酸、ネオノナン
酸、ネオペンタン酸、２－エチルヘキサン酸又はプロピオン酸のビニルエステル、及びこ
れらの混合物が挙げられる。
【００４１】
　いくつかの実施形態において、任意の１種以上の非酸官能性エチレン性不飽和モノマー
は、水素供与性モノマーを含む。例示的な共重合水素供与性モノマーとしては、典型的に
は窒素若しくは酸素原子に対してアルファの位置に炭素原子が配置されている又は重合の
際に潜在的に保護される末端若しくは側鎖メルカプト基により担持されている、少なくと
も１つの引き抜き可能な水素原子を含むモノマーが挙げられる、適切な水素供与性モノマ
ーには、例えば、限定されることなく、Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミド、Ｎ－ビニルカ
プロラクタム、Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ－イソプロピルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメ
チルアミノエチルメタクリレート、２－［［（ブチルアミノ）カルボニル］オキシ］エチ
ルアクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピルメタクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル
アミノプロピルメタクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチルアクリレート、Ｎ，Ｎ
－ジエチルアミノエチルアクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピルアクリレート、
Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノプロピルアクリレート、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノエチルメタクリ
レート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル
メタクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノエチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルア
ミノエチルメタクリルアミド及びこれらの組み合わせが挙げられる。代替的な例示的実施
形態では、本明細書に使用される水素供与性モノマーを、架橋ポリマー、好ましくはアク
リレート架橋ポリマーに共重合させてもよく、これは構成成分の重合反応生成物と異なる
。
【００４２】
　使用される場合、非酸官能性エチレン性不飽和モノマーは、総モノマー１００重量部に
基づいて、最大１０重量部、又は最大５重量部、又は最大３重量部、又は最大２重量部の
量で存在する。使用される場合、非酸官能性エチレン性不飽和極性モノマーは、総モノマ
ー１００重量部に基づいて、少なくとも０．０５重量部、又は少なくとも０．１重量部、
又は少なくとも０．１５重量部、又は少なくとも０．５重量部の量で存在する。別様に記
述すると、非酸官能性エチレン性不飽和モノマーは、総モノマー１００重量部あたり、０
．０５～１０重量部、０．０５～５重量部、０．１０～３重量部又は更には０．１５～２
重量部の量で存在することができる。
【００４３】
　アクリルポリマー（特に、接着剤）には、他のモノマーとの多官能性エチレン性不飽和
基のフリーラジカル共重合及びアクリル酸などの官能性モノマーによる共有架橋又はイオ
ン架橋を含む、いくつかの架橋機構が存在する。適切な共有架橋剤には、ビス－アジリジ
ン、例えば、１，１’－イソフタロイルビス（２－メチルアジリジン）が挙げられる。
【００４４】
　別の方法は、共重合性ベンゾフェノンなどのＵＶ架橋剤又は多官能性ベンゾフェノン及
びトリアジンなどの後添加型光架橋剤の使用である。典型的には様々な異なる材料が架橋
剤として使用されており、例えば、多官能性アクリレート、アセトフェノン、ベンゾフェ
ノン及びトリアジンである。特定の実施形態において、架橋性感圧性接着剤組成物の少な
くとも１種の放射線感受性架橋剤は、共重合（ＩＩ）型光架橋剤を含む。本明細書におけ
る使用に適した共重合（ＩＩ）型光架橋剤は、本記載を踏まえて、当業者によって容易に
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特定される。１つの例示的実施形態では、共重合（ＩＩ）型光架橋剤を、構成成分の重合
反応生成物の調製に使用される混合物中の他のモノマーと一緒に共重合することができる
。代替的な例示的実施形態では、本明細書に使用される共重合（ＩＩ）型光架橋剤を、架
橋ポリマー、好ましくはアクリレート架橋ポリマーに共重合させてもよく、これは構成成
分の重合反応生成物と異なる。
【００４５】
　特定の実施形態において、共重合（ＩＩ）型光架橋剤には、米国特許第４，７３７，５
５９号（Ｋｅｌｌｅｎ　ｅｔ　ａｌ．）に開示されているものなどのように、オルト芳香
族ヒドロキシル基がないモノ及びマルチエチレン性（multi－ethylenically）不飽和芳香
族ケトンコモノマーが挙げられる。適切な共重合（ＩＩ）型光架橋剤には、例えば、限定
されることなく、パラ－アクリロキシベンゾフェノン（ＡＢＰ）、パラ－アクリロキシエ
トキシベンゾフェノン（ＡＥＢＰ）、パラ－Ｎ－（メチルアクリロキシエチル）－カルバ
モイルエトキシベンゾフェノン、４－アクリロイルオキシジエトキシ－４－クロロベンゾ
フェノン、パラ－アクリロキシアセトフェノン、オルト－アクリルアミドアセトフェノン
、アクリル化アントラキノン、アクリル化ベンゾフェノン誘導体及びこれらの組み合わせ
が挙げられる。
【００４６】
　特定の実施形態において、構成成分の重合反応生成物は、任意に架橋ポリマーを含む。
本明細書に使用される架橋ポリマーの形成に適した組成物は、本開示を踏まえて当業者に
よって容易に特定される。本明細書に使用される架橋ポリマーの調製に有用な例示的組成
物には、例えば、限定されることなく、アクリルモノマー、ビニルエステルモノマー、ア
クリルアミドモノマー、アルキル（メタ）アクリルアミドモノマー、ジアルキルアクリル
アミド、スチレンモノマー及びこれらの任意の組み合わせ又は混合物からなる群から選択
されるモノマーを含むモノマー混合物を含むものが挙げられる。
【００４７】
　したがって、本明細書に使用される架橋ポリマーは、アクリレート、ビニルエステル、
アクリルアミド、アルキルアクリルアミド、ジアルキルアクリルアミド又は特に、例えば
、アルキル（メタ）アクリルアミドモノマー、ジアリール（メタ）アクリルアミドモノマ
ー、スチレンモノマー（特に、例えばブトキシ－スチレンモノマーなどの低Ｔｇスチレン
モノマー）、ビニルエステルモノマー及びこれらの任意の組み合わせ又は混合物などのモ
ノマーを含む、スチレン（コ）ポリマーでありうる。好ましい態様において、架橋ポリマ
ーは、アクリレート架橋ポリマーである。本明細書に使用されるアクリレート架橋ポリマ
ーの形成に有用な組成物は、同一でありうる、又は本明細書に記載されている構成成分の
重合反応生成物の形成に使用される組成物と異なっていてもよい。
【００４８】
　特定の実施形態において、アクリレート架橋ポリマーは、少なくとも１種の直鎖又は分
枝鎖アルキル（メタ）アクリレートモノマーを含むモノマー混合物から調製され、アルキ
ル（メタ）アクリレートモノマーの直鎖又は分枝鎖アルキル基は、好ましくは１～２４個
、より好ましくは４～２０個、更により好ましくは６～１５個、なおより好ましくは６～
１０個の炭素原子を含む。直鎖又は分枝鎖アルキル（メタ）アクリレートモノマーは、任
意に、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸ｎ－プロピル、アクリル酸イソ
プロピル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸イソブチル、アクリル酸ｎ－ペンチル、ア
クリル酸イソ－ペンチル、アクリル酸ｎ－ヘキシル、アクリル酸イソ－ヘキシル、アクリ
ル酸シクロヘキシル、アクリル酸オクチル、アクリル酸イソ－オクチル、アクリル酸２－
エチルヘキシル、アクリル酸デシル、アクリル酸ラウリル、アクリル酸２－プロピルヘプ
チル、アクリル酸ステアリル、アクリル酸イソボルニル及びこれらの任意の組み合わせ又
は混合物からなる群から選択される。より好ましくは、本明細書に使用されるアルキル（
メタ）アクリレートモノマーは、アクリル酸イソ－オクチル、アクリル酸２－エチルヘキ
シル、アクリル酸ブチル及びこれらの任意の組み合わせ又は混合物からなる群から選択さ
れる。なおより好ましくは、本明細書に使用されるアルキル（メタ）アクリレートモノマ
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ーは、アクリル酸イソ－オクチルから構成される（又は、からなる）。
【００４９】
　特定の実施形態によると、ビニルエステル（コ）モノマー、好ましくはベルサト酸（ve
rsatic acid）（コ）モノマーのビニルエステルは、架橋ポリマーの調製に使用される（
予備重合）モノマー混合物に、典型的には０～５０部のコモノマーの量で存在することが
でき、このように、典型的にはアクリレートモノマーと（共）重合する。適切なベルサト
酸（コ）モノマーのビニルエステルには、市販されているモノマーＶｅｏｖａ１０が挙げ
られ、Ｍｏｍｅｎｔｉｖｅ，Ｃｏｌｕｍｂｕｓ，ＯＨによって市販されている。典型的な
ビニルエステルコモノマーは、アクリレート架橋ポリマー１００重量部あたり、０．５～
４０重量部、１．０～３０重量部、５～２５重量部、１０～２０重量部、又は更には１５
～２０重量部の範囲の量で使用される。
【００５０】
　架橋ポリマーは、総モノマー（構成成分の重合反応生成物における）１００重量部あた
り、典型的には、０．５～３０重量部、０．５～２０重量部、１．０～１０重量部又は更
には２．０～８．０重量部の量で存在する。
【００５１】
　特定の実施形態において、本明細書に使用される共重合（ＩＩ）型光架橋剤及び／又は
水素供与性モノマーを、架橋ポリマー、好ましくはアクリレート架橋ポリマーと共重合さ
せることができる。
【００５２】
　少なくとも１種の放射線感受性架橋剤は、典型的には、コポリマー１００重量部あたり
少なくとも０．０５重量部又は総モノマー１００重量部あたり少なくとも０．１０重量部
、例えば、総モノマー（構成成分の重合反応生成物における）１００重量部あたり、０．
０６～１重量部、０．１１～１重量部、０．１６～１重量部、０．１８～０．７０重量部
、又は更には０．２０～０．５０重量部の量で存在する。
【００５３】
　架橋性感圧性接着剤組成物のいくつかの実施形態において、任意に、１種以上の非光架
橋性（コ）ポリマーが含まれる。適切な非光架橋性（コ）ポリマーには、例えば、限定さ
れることなく、ポリ（メチルメタクリレート）、ポリビニルブチラール、ポリスチレン及
びポリアクリロニトリル、並びにこれらの組み合わせが挙げられる。１種以上の非光架橋
性（コ）ポリマーは、総モノマー１００重量部あたり、典型的には約０．１～約２５重量
部の量で存在する。
【００５４】
　架橋感圧性接着剤組成物の凝集強度を増加させるため、多官能性（メタ）アクリレート
を架橋性感圧性接着剤組成物に組み込むことができる。多官能性（メタ）アクリレートは
、典型的には低レベルで乳化又はバルク重合に特に有用である。適切な多官能性（メタ）
アクリレートには、例えば、ジ（メタ）アクリレート、トリ（メタ）アクリレート及び１
，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレートなどのテトラ（メタ）アクリレート、ポ
リ（エチレングリコール）ジ（メタ）アクリレート、ポリブタジエンジ（メタ）アクリレ
ート、ポリウレタンジ（メタ）アクリレート、プロポキシル化グリセリントリ（メタ）ア
クリレート、並びにこれらの混合物が、限定されることなく挙げられる。
【００５５】
　使用される場合、多官能性（メタ）アクリレートモノマーは、総モノマー１００重量部
に基づいて、最大０．０５部又は最大０．１部の量で存在する。使用される場合、多官能
性（メタ）アクリレートモノマーは、総モノマー１００重量部に基づいて、少なくとも０
．００１重量部又は少なくとも０．００５部の量で存在する。特定の実施形態において、
多官能性（メタ）アクリレートモノマーは、総モノマー１００重量部に基づいて、０．０
０１部～０．１部、他の実施形態において０．００５部～０．０５部の量で存在する。
【００５６】
　架橋性感圧性接着剤組成物は、米国特許第３，６９１，１４０号（Ｓｉｌｖｅｒ）、同
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第４，１６６，１５２号（Ｂａｋｅｒ　ｅｔ　ａｌ．）、同第４，６３６，４３２号（Ｓ
ｈｉｂａｎｏ　ｅｔ　ａｌ．）、同第４，６５６，２１８号（Ｋｉｎｏｓｈｉｔａ）及び
同第５，０４５，５６９号（Ｄｅｌｇａｄｏ）に開示されている懸濁重合を介して、調製
することができる。
【００５７】
　米国特許第４，６１９，９７９号（Ｋｏｔｎｏｕｒ　ｅｔ　ａｌ．）及び同第４，８４
３，１３４号（Ｋｏｔｎｏｕｒ　ｅｔ　ａｌ．）に記載されている連続フリーラジカル重
合法、米国特許第５，６３７，６４６号（Ｅｌｌｉｓ）に記載されているバッチ反応器を
使用する本質的に断熱の重合法、並びに米国特許第５，８０４，６１０号（Ｈａｍｅｒ　
ｅｔ　ａｌ．）に記載されているパッケージ化されたプレ接着剤組成物（pre－adhesive 
composition）を重合するために記載された方法などの無溶媒重合法を利用して、架橋性
感圧性接着剤組成物を調製することもできる。
【００５８】
　架橋性感圧性接着剤組成物の特定の実施形態において、任意に、１種以上の従来の補助
剤が含まれる。適切な補助剤は、例えば、限定されることなく、放射線架橋性添加剤、増
粘剤、粒状充填剤、酸化防止剤、着色剤、芳香剤又はこれらの組み合わせを含む。特定の
実施形態において、放射線架橋性添加剤は、少なくとも１種のビス（ベンゾフェノン）を
含む。
【００５９】
　（メタ）アクリル系接着剤の接着力を改善する、すなわち、より強力な粘着力を発揮さ
せる努力がなされてきており、ポリマーに粘着性を付与することが一般に実施されている
。架橋性感圧性接着剤組成物の特定の実施形態において、任意に、１種以上の粘着付与剤
が含まれる。本開示の感圧性接着剤組成物は、好ましくは、粘着力、剥離接着力及び剪断
保持力の所望のバランスを提供し、更に、粘着力に関するダルキストの基準（室温及び１
Ｈｚの振動周波数で３×１０６ダイン／ｃｍ２未満の貯蔵弾性率）に適合する。粘着付与
剤がバルクアクリル重合反応の際に存在する場合には、特定の悪影響が観察されることが
ある。粘着付与剤が連鎖移動剤又は連鎖停止剤として作用する場合、粘着付与剤の構成に
応じて、粘着付与剤の添加による望ましくない効果には、光透過による妨害及び／又は最
終ポリマー構成の変更が挙げられる。このような効果は、これらの粘着付与剤の存在下で
重合させたアクリレートの性能及び安定性に悪影響を及ぼすことがある。連鎖停止剤は、
望ましくないほど高い揮発性残留物を生じることもある。有利には、感圧性接着剤を架橋
するために、少なくとも１つのＬＥＤにより提供される１つ以上の放射線波長を選択する
ことが可能であり、この波長は、特定の粘着付与剤が吸収する波長と実質的に重複しない
。
【００６０】
　少なくとも１種の粘着付与剤が架橋性感圧性接着剤組成物に存在する場合、粘着付与剤
には、典型的には少なくとも１種のテルペンフェノール、ロジン、ロジンエステル、水素
化ロジンのエステル、合成炭化水素樹脂、ポリテルペン、芳香族改質ポリテルペン樹脂、
クマロンインデン樹脂、炭化水素樹脂、例えば、アルファピネン系樹脂、ベータピネン系
樹脂、リモネン系樹脂、脂肪族炭化水素系樹脂、芳香族改質炭化水素形樹脂、芳香族炭化
水素樹脂、ジシクロペンタジエン系樹脂又はこれらの組み合わせが挙げられる。特定の実
施形態において、粘着付与剤は、テルペン樹脂、炭化水素樹脂、ロジン樹脂、石油樹脂又
はこれらの組み合わせである。適切な合成炭化水素樹脂には、例えば、限定されることな
く、脂肪族Ｃ５炭化水素、芳香族Ｃ９炭化水素、前述のいずれかの部分水素化型、前述の
いずれかの完全水素化型及びこれらの組み合わせが挙げられる。
【００６１】
　様々な種類の粘着付与剤には、商品名ＮＵＲＯＺ、ＮＵＴＡＣ（Ｎｅｗｐｏｒｔ　Ｉｎ
ｄｕｓｔｒｉｅｓ）、ＰＥＲＭＡＬＹＮ、ＳＴＡＹＢＥＬＩＴＥ、ＦＯＲＡＬ（Ｅａｓｔ
ｍａｎ）として入手可能である、ロジンのグリセロールエステル及びロジンのペンタエリ
スリトールエステルなどのフェノール改質テルペン及びロジンエステルが挙げられる。ナ
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フサ分解生成物によって典型的にＣ５及びＣ９モノマーから得られる炭化水素樹脂粘着付
与剤も入手可能であり、ＰＩＣＣＯＴＡＣ、ＥＡＳＴＯＴＡＣ、ＲＥＧＡＬＲＥＺ、ＲＥ
ＧＡＬＩＴＥ（Ｅａｓｔｍａｎ）、ＡＲＫＯＮ（Ａｒａｋａｗａ）、ＮＯＲＳＯＬＥＮＥ
、ＷＩＮＧＴＡＣＫ（Ｃｒａｙ　Ｖａｌｌｅｙ）、ＮＥＶＴＡＣ　ＬＸ（Ｎｅｖｉｌｌｅ
　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．）、ＨＩＫＯＴＡＣＫ、ＨＩＫＯＲＥＺ（Ｋｏｌｏｎ　Ｃｈ
ｅｍｉｃａｌ）、ＮＯＶＡＲＥＳ（Ｒｕｅｔｇｅｒｓ　Ｎ．Ｖ．）、ＱＵＩＮＴＯＮＥ（
Ｚｅｏｎ）、ＥＳＣＯＲＥＺ（Ｅｘｘｏｎ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ）、ＮＵＲ
ＥＳ及びＨ－ＲＥＺ（Ｎｅｗｐｏｒｔ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ）の商品名で入手可能であ
る。
【００６２】
　使用される場合、少なくとも１種の粘着付与剤は、典型的には、総モノマー１００重量
部あたり１０重量部を超える量、又は総モノマー１００重量部あたり２０重量部を超える
若しくは３０重量部を超える若しくは４０重量部を超える量、例えば、総モノマー１００
重量部あたり４０重量部～７０重量部の量で存在する。
【００６３】
　特定の実施形態において、架橋感圧性接着剤は、ホットメルト処理可能な感圧性接着剤
を含み、他の実施形態において、架橋感圧性接着剤は溶媒を更に含む。
【００６４】
　ホットメルト処理可能な放射線架橋性感圧性接着剤組成物は、様々なホットメルト技術
によって調製することができる。概ね、この方法は、ホットメルト混合装置を準備するこ
と、構成成分の重合反応生成物及び１つ以上の任意の材料をホットメルト混合装置に入れ
て、ホットメルトブレンドを調製すること及びブレンドをホットメルト混合装置から取り
出して、ホットメルト処理可能な感圧性接着剤を形成することを含む。
【００６５】
　様々なホットメルト混合機器を使用するいくつかのホットメルト混合技術が、ホットメ
ルト処理可能な感圧性接着剤組成物の調製に適している。バッチ及び連続混合機器の両方
を使用することができる。バッチ法の例としては、ＢＲＡＢＥＮＤＥＲ（例えば、Ｃ．Ｗ
．Ｂｒａｂｅｎｄｅｒ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ，Ｉｎｃ．；Ｓｏｕｔｈ　Ｈａｃｋｅｎ
ｓａｃｋ，ＮＪから市販されている、ＢＲＡＢＥＮＤＥＲ　ＰＲＥＰ　ＣＥＮＴＥＲ）又
はＢＡＮＢＵＲＹ内部混合及びロール粉砕機器（例えば、Ｆａｒｒｅｌ　Ｃｏ．；Ａｎｓ
ｏｎｉａ，ＣＮから入手可能な機器）を使用するようなものが挙げられる。連続方法の例
としては、一軸押出成形、二軸押出成形（例えば、共回転又は二重反転押出成形機）、デ
ィスク押出成形、往復一軸押出成形、ピンバレル一軸押出成形、遊星形押出成形及びリン
グ押出成形が挙げられる。連続方法は、分配要素、ピン混合要素、静的混合要素、並びに
ＭＡＤＤＯＣＫ混合要素及びＳＡＸＴＯＮ混合要素などの分散要素を利用することができ
る。単一のホットメルト混合装置を使用してもよく、又はホットメルト混合機器の組み合
わせを使用して、ホットメルトブレンド及びホットメルト処理可能な感圧性接着剤組成物
を調製してもよい。いくつかの実施形態では、１台を超えるホットメルト混合機器を使用
するのが望ましいことがある。例えば、一軸押出成形機などの１つの押出成形機を使用し
て、熱可塑性パッケージ材料内に含有されるホットメルト処理可能なエラストマー（メタ
）アクリレートランダムコポリマーをホットメルト処理することができる。この押出成形
機の押出物を、追加成分のホットメルト混合のために、第２の押出成形機、例えば二軸押
出成形機に送り込むことができる。ホットメルトブレンド過程の完了時に、ホットメルト
ブレンドを使用して、ホットメルト処理可能な感圧性接着剤組成物を形成する。
【００６６】
　ホットメルト混合の押出物が任意に基材にコーティングされ、接着剤層を形成する。バ
ッチ装置が使用される場合、ホットメルトブレンドを装置から取り出し、ホットメルト塗
布機又は押出成形機に入れ、基材にコーティングすることができる。押出成形機がホット
メルトブレンドの調製に使用される場合、ブレンドは、連続成形方法によって基材に直接
押し出されて、接着剤層を形成することができる。連続成形方法では、接着剤を、フィル
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ムダイから引き出し、続いて移動プラスチックウェブ又は他の適切な基材と接触させるこ
とができる。したがって、架橋感圧性接着剤の調製方法は、多くの場合、放射線架橋性感
圧性接着剤組成物を、放射線架橋剤の前に基材にコーティングすることを更に含む。
【００６７】
　特定の実施形態において、本開示によるホットメルト処理可能な感圧性接着剤組成物が
調製される。ホットメルト接着剤などのパッケージ化（コ）ポリマー組成物を作製する方
法及び得られたパッケージ化組成物は、知られている。独国特許第３６　２５　３５８号
は、熱可塑性フィルム中のホットメルト接着剤ブロックを記載している。このフィルムは
、押出成形法において接着剤と溶融及び混合される。米国特許第５，２５７，４９１号は
、熱可塑性又は熱硬化性ホットメルト接着剤をパッケージ化する方法を記載し、ここでは
接着剤組成物の一部が、プラスチックパッケージ化材料に囲まれている。プラスチックパ
ッケージ材料は、接着剤及びプラスチックパッケージ材料の溶融混合物の接着特性に実質
的に有害な作用を及ぼさない。国際出願ＰＣＴ／ＷＯ９３／２３２２４号は、ホットメル
ト接着剤組成物のパッケージ化方法を記載し、ここでは溶融ホットメルト接着剤が、プラ
スチックフィルムで裏打ちされた金型に注がれる。プラスチックフィルムは接着剤組成物
と共に溶融され、溶融接着剤組成物にブレンドされる。
【００６８】
　反応容器又は収納容器の形成に使用されるパッケージ材料は、好ましくは、接着剤組成
物と組み合わされるとき、所望の接着剤特性に実質的に有害な作用を及ぼさない材料によ
って作製される。接着剤組成物及びパッケージ材料の混合物から生成されるホットメルト
コート接着剤は、接着剤組成物単独から生成されるホットメルトコート接着剤と比較して
、改善された接着剤特性を有することができる。
【００６９】
　本開示の１つの実施形態において、反応混合物は、パッケージ材料によって実質的に囲
まれており、本開示の別の実施形態において、反応混合物は、パッケージ材料によって完
全に囲まれている。この実施形態において、反応混合物はパッケージ材料で完全に囲まれ
ていることが意図されるが、生成におけるランダムな変更は、反応混合物がパッケージ材
料で完全には囲まれていない、偶発的なパッケージ化プレ接着剤を生成することがある。
なお他の実施形態において、反応混合物は、一対のシート間に配置される。
【００７０】
　パッケージ材料の少なくとも１つの構成成分（より好ましくは、パッケージ材料全体）
は、好ましくは、接着剤の処理温度（すなわち、接着剤組成物が流動し始める、ガラス転
移温度Ｔｇ）において又はそれを下回って溶融する。パッケージ材料は、好ましくは、２
００℃以下、好ましくは１７０℃以下の融点を有する。好ましい実施形態において、融点
は、９０℃～１５０℃の範囲である。
【００７１】
　パッケージ材料は、可撓性熱可塑性ポリマーフィルム、より好ましくは、独立型非積層
熱可塑性ポリマーフィルムでありうる。パッケージ材料は、好ましくは、エチレンアクリ
ル酸、エチレン酢酸ビニル、ポリプロピレン、ポリエチレン、ポリブタジエン又はイオノ
マーフィルムから選択される。本発明の好ましい実施形態において、パッケージ材料は、
エチレンアクリル酸又はエチレン酢酸ビニルのフィルムである。特に適切なポリマーフィ
ルムには、３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｓｔ．Ｐａｕｌ，ＭＮ）によって生成される熱封止可
能線形低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ）フィルムが挙げられる。
【００７２】
　本開示を実践するいくつかの実施形態において、約０．０１ｍｍ～約０．２５ｍｍの厚
さの範囲のフィルムが使用されうる。厚さは、好ましくは、処理の際に良好な強度を有し
つ、同時に迅速に熱封止するために十分に薄く、かつ使用されるフィルム材料の量を最小
限にするフィルムを得るように、約０．０２５ｍｍ～約０．１２７ｍｍの範囲である。
【００７３】
　パッケージ材料の量は、材料の種類及び望ましい最終特性によって異なる。パッケージ
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材料の量は、典型的には、反応混合物及びパッケージ材料の総重量の約０．５％～約２０
％の範囲である。好ましくは、パッケージ材料は、２重量％～１５重量％、より好ましく
は３％～５％である。
【００７４】
　適切なパッケージ材料は、接着剤の望ましい特性に悪影響を及ぼさない限り、可撓性、
操作性、視感性又は他の有用なフィルム特性を増加させるように、可塑剤、安定化剤、染
料、香料、充填剤、スリップ剤、粘着防止剤、難燃剤、帯電防止剤、マイクロ波感受体、
熱伝導性粒子、導電性粒子及び／又は他の材料を含有してもよい。
【００７５】
　パッケージ材料は、使用される重合法にとって適切であるべきである。例えば、光重合
の場合、重合をもたらすために必要な波長の紫外線を十分に通すフィルム材料を使用する
必要がある。
【００７６】
　本開示は、パッケージ化粘弾性接着剤組成物を作製する方法も提供し、ここではパッケ
ージ材料が、重合後に保持される（このため、最終生成物の一部となる）、すなわち「タ
イプＩ組成物」である又は重合後であり、後に続く処理の前に取り除かれる、すなわち「
タイプＩＩ組成物」である。２つのタイプの組成物は、下記において更に別々に考察され
る。２つのタイプの生成物の記載は、特にホットメルト接着剤組成物を参照して行われる
。しかし、下記に記載される原則は、感圧性接着剤、一般的な接着剤、ホットメルト処理
可能な封止剤、振動減衰材料及び医療用途に有用な粘弾性ゲルが挙げられる、他の種類の
粘弾性組成物にも等しく適用可能である。
【００７７】
　本開示は、パッケージ化された熱可塑性又は熱硬化性ホットメルト接着剤組成物を作製
する方法を提供する。タイプＩ組成物では、パッケージ材料は、ホットメルト接着剤組成
物及びパッケージ材料が、パッケージ材料の少なくとも１つの構成成分の溶融温度を上回
って加熱され、一緒に混合されて、流動可能なコーティング可能な溶融体を形成する場合
に、ホットメルト接着剤組成物の望ましい接着剤特性に実質的に悪影響を及ぼさないよう
に選択される。
【００７８】
　本開示は、２つ以上のパッケージ化された熱可塑性又は熱硬化性ホットメルト接着剤の
パッケージを作製する方法も提供する。この方法では、反応混合物の２つ以上の部分を提
供し、その部分のそれぞれが、パッケージ材料に完全に囲まれている。次にこれらの部分
は、上記に記載されたように（共）重合される。
【００７９】
　１つの好ましい実施形態において、反応混合物は、パッケージ材料で完全に囲まれてい
る。好ましくは、０．１～５，０００ｇの反応混合物が、パッケージ材料によって完全に
囲まれている。別の好ましい実施形態において、１～１，０００ｇの反応混合物が、パッ
ケージ材料によって完全に囲まれている。
【００８０】
　タイプＩＩ組成物において、パッケージ材料は、任意の更なる処理、例えば、溶融、コ
ーティング又は接着剤の単なる適用が接着剤のみを伴うように、重合後に取り除かれる。
タイプＩ組成物の場合に関して上記に記載された接着剤及び反応混合物は、タイプＩＩ組
成物に等しく適しており、接着剤を調製するために使用される重合プロセス及び条件も同
様である。
【００８１】
　タイプＩ組成物に関連して記載されるパッケージ材料も適している。しかし、パッケー
ジ材料は任意の後重合処理の前に取り除かれるので、パッケージ材料の選択肢は、一緒に
溶融されるときに最終生成物の接着剤特性に実質的に悪影響を及ぼさない材料に限定され
ない。このため、多種多様なパッケージ材料を使用することができ、接着剤からの容易な
取り除きを可能にする材料が好ましい。
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【００８２】
　パッケージ材料から接着剤を取り除く能力を増強するために、パッケージ材料に剥離材
料を提供することができる。パッケージ材料が後重合処理の前に取り除かれる用途の例と
しては、湿気硬化型封止剤組成物が挙げられる。これらの接着剤組成物は、好ましくは、
封止剤組成物の適用を可能にするように取り去られる、封止パウチの形態で調製される。
他の例としては、光学的に透明な接着剤が挙げられる。
【００８３】
　本開示の１つの実施形態の実践において、２つの長さの熱可塑性フィルムは、液体形成
充填封止機械上で底部全体及び側方縁部の各々が一緒に熱封止されて、開放端部のあるパ
ウチを形成する。反応混合物は、ホースを通ってポンプ注入されてパウチを充填し、次に
パウチは、上部全体が熱封止されて、接着剤組成物を完全に囲む。
【００８４】
　好ましくは、形成充填封止機械は、パウチを横切って上部及び底部封止部を形成するイ
ンパルスシーラーを備える。そのようなシーラーは、封止前にパウチを閉じて固定する１
つ又は２組のジョーを有する。次に封止ワイヤを加熱して、封止をもたらし、封止箇所は
ジョーが解放される前に冷却される。封止温度は、概ねパウチを形成するために使用され
るフィルムの軟化点を上回り、融点を下回る。
【００８５】
　封止処理の際に、封止前のパウチから空気の大部分を出すことが望ましい。酸素の量が
実質的に重合プロセスを妨害するほど十分でない限り、少量の空気は容認される。取り扱
いを容易にするため、組成物で満たされるとすぐにパウチを封止するのが望ましいが、即
時封止が全ての場合にとって必ずしも必要ではない。いくつかの場合では、反応混合物は
、パッケージ材料を変化させる可能性があり、充填から約１分以内、より好ましくは３０
秒以内、最も好ましくは１５秒以内にパウチを十字形封止（cross－seal）することが望
ましい。
【００８６】
　反応混合物がパッケージ材料の強度を減少させる場合、反応混合物がパッケージ材料に
よって囲まれた後、可能な限りすぐに、組成物を重合させることが好ましい。（メタ）ア
クリレートモノマーとエチレンアクリル酸、エチレン酢酸ビニル又はイオノマーのフィル
ムとの組み合わせでは、パウチを封止してから約２４時間以内に組成物を重合させること
が好ましい。
【００８７】
　あるいは、フィルムの単一長さを、長さ方向に折り畳み、一方の縁部を封止し、反応混
合物で充填し、封止することができる。別の実施形態において、フィルムの単一長さは、
成形カラーを通って引き延ばし、封止して管を形成し、組成物を充填し、封止することが
できる。別の実施形態は、市販の液体形成充填封止機械によって実施することができる。
そのような機械の供給元は、Ｐａｃｋａｇｉｎｇ　Ｍａｃｈｉｎｅｒｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏ
ｎ　ｏｆ　Ｅａｇｌｅ　Ｃｏｒｐ．である。封止は、いくつかの異なる構成のうちいずれ
かによって実施して、フィルム長さを横断及び下降して複数のパウチを形成することがで
きる。
【００８８】
　例えば、側方縁部の封止に加えて、十字形封止が２つの充填パウチを形成するように、
封止をフィルムの長さの中心から下降して形成することもできる。パウチを十字形封止及
び／若しくは垂直封止により互いに結合したままにしておくことができる、又は個別のパ
ウチ若しくはパウチの束に切断することができる。パウチは、それぞれ同じ又は異なる組
成物を含有することができる。
【００８９】
　次に反応混合物は、前述の方法のうちのいずれかによって、ポリマーパウチ内に接着剤
組成物を形成するように重合されうる。ポリマーパウチ内の接着剤組成物を、振動の減衰
に使用することができる。あるいは、接着剤組成物それ自体を、振動の減衰に使用するこ
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とができる。
【００９０】
　本開示の別の実施形態において、反応混合物は、キャリアウェブにコーティングされ、
シート材料で覆われ、透過性エネルギーで重合され、キャリアウェブ、シート材料又はそ
の両方は、接着剤でホットメルトコーティングが可能である。キャリアウェブ及びシート
材料の両方が、ホットメルトコーティング可能である場合、得られる複合物を、ホットメ
ルト塗布機に直接供給することができる、又はより小さいストリップ若しくはピースに切
断して、ホットメルト塗布機に供給することができる。キャリアウェブ又はシート材料の
うちの１つのみが、接着剤でホットメルトコーティング可能である場合、コーティング不
可能な実体は、接着剤がホットメルトコーティングされる前に取り除かれる。コーティン
グ不可能な実体が取り除かれた後の取り扱いを容易にするため、重合接着剤は、コーティ
ング可能な実体が、コート接着剤の主表面を実質的に囲むように、それ自体の上へ折り畳
むことができる。次に、接着剤ウェブをホットメルト塗布機に供給することができる、又
はホットメルトコーティングの前に、より小さいストリップ若しくはピースに切断するこ
とができる。
【００９１】
　キャリアウェブ又はシート材料のいずれかが、接着剤でコーティング可能ではない場合
（例えば、下記に記載されるタイプＩＩ組成物の場合と同様に）、必要に応じて、接着剤
がそれから容易に取り除かれるように処理されるべきである。そのような処理には、シリ
コーン剥離コーティング、ポリフルオロポリエーテルコーティング及びＴｅｆｌｏｎ（商
標）などのポリフルオロエチレンコーティングが挙げられる。
【００９２】
　キャリアウェブは、重合中にコート反応混合物を支持するための十分な強度を提供する
べきである、又は重合中に圧盤によって支持することができる。キャリアウェブは、エン
ドレスコンベヤベルトでありうる、又は接着剤でロール状に巻くことができる可撓性材料
であることができ、キャリアウェブは、それ自体がシート材料である。エンドレスコンベ
アベルトは、シリコーンエラストマー；ポリフルオロエチレン、ポリエステル、ナイロン
、ポリカーボネートなどから作製されるポリマーフィルム；ステンレス鋼などの金属；ゴ
ム；ガラス繊維から作製されうる。有用な可撓性材料には、紙、及びポリエステル、ナイ
ロン、ポリカーボネート、ポリオレフィン、エチレンアクリル酸、エチレン酢酸ビニル、
イオノマーなどから作製されるポリマーフィルムが挙げられる。コーティング可能な可撓
性材料には、ポリプロピレン、ポリエチレン及びポリブタジエンなどのポリオレフィン；
エチレンアクリル酸；エチレン酢酸ビニル；及びイオノマーが挙げられる。
【００９３】
　同様に、シート材料は、前述の可撓性材料、並びに、剥離材料で任意にコーティングさ
れうる、ガラス、ポリマー又は金属から作製される非可撓性プレートから作製することが
できる。反応混合物が、後に光重合される場合、キャリアウェブ、シート材料又は両方は
、そのような光重合をもたらす化学線に対して十分に透明であるべきである。
【００９４】
　好ましくは、パッケージ材料は、パッケージ材料、及び反応混合物の重合から生成され
る接着剤のホットメルトコート混合物の接着剤特性に実質的に悪影響を及ぼさず、接着剤
及びパッケージ材料のホットメルトコート混合物は、好ましくは、２５℃及び１ラジアン
／秒でのねじり剪断で測定されるとき、約１０４～約１０８ダイン／ｃｍ２の貯蔵弾性率
を有する。
【００９５】
　本開示の接着剤組成物は、例えば、接着剤コート材料を生成する従来のコーティング技
術を使用して、様々な可撓性及び非可撓性バッキング材料にコーティングすることができ
る。可撓性基材は、本明細書において、テープバッキングとして従来利用されている任意
の材料として定義される、又は任意の他の可撓性材料であってもよい。例としては、ポリ
プロピレン、ポリエチレン、ポリ塩化ビニル、ポリエステル（ポリエチレンテレフタレー
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ト）、その他のポリエステル（ポリエチレンナフタレートなど）、ポリカーボネート、ポ
リメチル（メタ）アクリレート（ＰＭＭＡ）、セルロースアセテート、セルローストリア
セテート、酸化インジウムスズコートポリエステル及びエチルセルロースなどのプラスチ
ックフィルムが挙げられるが、これらに限定されない。発泡体バッキングを使用してもよ
い。非可撓性基材の例としては、金属、金属化ポリマーフィルム、酸化インジウムスズコ
ートガラス、ＰＭＭＡプレート、ポリカーボネートプレート、ガラス又はセラミックシー
ト材料が挙げられるが、これらに限定されない。
【００９６】
　接着剤コートシート材料は、ラベル、テープ、サイン、カバー、標識インデックス、デ
ィスプレイコンポーネント、タッチパネルなどの、接着剤組成物を利用することが従来知
られている任意の物品の形態をとることができる。微細複製表面（microreplicated surf
ace）を有する可撓性バッキング材料を使用することもできる。コーティングの厚さは様
々であってよいが、２～５００μｍ（乾燥厚さ）、例えば約２５～２５０μｍのコーティ
ングの厚さが考慮される。
【００９７】
　接着剤を、接着剤が永久バッキングに配置されている片面コート又は両面コートテープ
として提供することもできる。バッキングは、プラスチック（例えば、二軸配向ポリプロ
ピレンが挙げられるポリプロピレン、ビニル、ポリエチレン、ポリエチレンテレフタレー
トなどのポリエステル）、不織材（例えば、紙、布、不織スクリム）、金属箔、発泡体（
例えば、ポリアクリル、ポリエチレン、ポリウレタン、ネオプレン）などから作製するこ
とができる。発泡体は、３Ｍ　Ｃｏ．、Ｖｏｌｔｅｋ、Ｓｅｋｉｓｕｉ及びその他の様々
な供給元から市販されている。発泡体を、発泡体の片面又は両面に接着剤を備える共押出
シートとして形成することができる、又は接着剤を発泡体に積層することができる。接着
剤が発泡体に積層されるとき、発泡体又は任意の他の種類のバッキングへの接着剤の接着
力を改善させるため、表面を処理することが望ましい場合もある。このような処理は、典
型的には接着剤及び発泡体又はバッキングの材料の性質に基づいて選択され、プライマー
及び表面改質（例えば、コロナ処理、表面磨耗）を含む。追加のテープ構造体としては、
米国特許第５，６０２，２２１号（Ｂｅｎｎｅｔｔ　ｅｔ　ａｌ．）に記載されるものが
挙げられる。
【００９８】
　片面テープでは、接着剤が配置された面とは反対側のバッキング表面が、適した剥離材
料により典型的にコーティングされる。剥離材料は知られており、例えば、シリコーン、
ポリエチレン、ポリカルバメート、ポリアクリルなどの材料が挙げられる。両面コートテ
ープに関しては、本開示の接着剤が配置された面とは反対側のバッキング表面上に、別の
接着剤層が配置される。他の接着剤層は、例えば、従来の（メタ）アクリル酸エステルＰ
ＳＡなど、本開示の接着剤と異なっているものでありうる、又は同一若しくは異なる配合
を有する本開示と同じ接着剤でありうる。両面コートテープは、典型的には剥離ライナー
上に担持される。
【００９９】
　接着剤組成物がテープの一部である場合、基材は、テープバッキングであってもよい。
特定の方法において、テープバッキング材料は、フィルムダイから接着剤組成物と共に共
押出され、次に多層構造は冷却されて、片面コーティング工程でテープが形成される。接
着剤組成物が転写テープになる場合、接着剤層は、自立フィルムであってもよく、基材は
、剥離ライナー又は他の剥離基材であってもよい。形成した後、接着剤層又はフィルムを
、直接法（例えば、冷却ロール又は水浴）及び間接法（例えば、空気又はガス衝突）の両
方を使用して急冷することにより、固化させることができる。
【０１００】
　上記記載の組成物を、特定の基材に適するように修正された従来のコーティング技術を
使用して基材にコーティングすることができる。例えば、これらの組成物を、ローラーコ
ーティング、フローコーティング、ディップコーティング、スピンコーティング、スプレ
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ーコーティング、ナイフコーティング、ダイコーティング、溶液コーティング、エマルシ
ョンコーティング、押出コーティング、共押出コーティング、無溶媒コーティング、水性
コーティング及びこれらの任意の組み合わせなどの方法によって、様々な個体基材に塗布
することができる。これらの様々なコーティング方法によって、組成物が様々な厚さで基
材に配置されることを可能にし、これにより組成物のより広範囲の使用を可能にする。
【０１０１】
　次に得られた放射線架橋性感圧性接着剤層は、架橋をもたらすためにＵＶ放射線などの
、少なくとも１つの発光ダイオードからの適切な放射線に曝露する、架橋工程に付される
。１つ以上の発光ダイオードは、２００～６００ｎｍ、若しくは２７０～５００ｎｍ、若
しくは３００～４００ｎｍ、若しくは３００～５００ｎｍ、若しくは３２０～３８０ｎｍ
の範囲、又は３６５ｎｍの波長を有する放射線を提供する。少なくとも１つの発光ダイオ
ードは、単一波長に集中し、かつ１０ｎｍ以下の波長範囲を有する、あるいは、例えば２
つ以上のＬＥＤを含む一揃いのＬＥＤを用いる複数の波長によって、放射線を提供する。
少なくとも２つのＬＥＤは、互いに異なる波長で集中する放射線を提供する。多くの場合
、８ｎｍ以下、又は６ｎｍ以下、又は更には４ｎｍの狭さの波長範囲などの、ＬＥＤによ
り提供される狭帯域の波長が好ましい。特定の実施形態において、少なくとも１つの紫外
線発光ダイオードが用いられる。
【０１０２】
　第２の態様では、放射線架橋感圧性接着剤が提供される。この放射線架橋感圧性接着剤
は、第１の態様に関して上記に詳細に記載された方法によって調製される。
【０１０３】
　第３の態様では、接着剤物品が提供される。接着剤物品は、可撓性バッキング層及び放
射線架橋感圧性接着剤を含む。放射線架橋感圧性接着剤は、第１の態様に関して上記に詳
細に記載された方法によって調製される。
【０１０４】
　例示的実施形態
【０１０５】
　１．架橋感圧性接着剤の調製方法であって、少なくとも１種の放射線架橋性感圧性接着
剤組成物を、少なくとも１つの発光ダイオードの放射線に曝露して、放射線架橋性感圧性
接着剤組成物を架橋し、それによって架橋感圧性接着剤を形成することを含む、方法。
【０１０６】
　２．少なくとも１種の架橋性感圧性接着剤組成物が、
　ａ）
　　ｉ）少なくとも１種のアルキル（メタ）アクリレートモノマー、
　　ｉｉ）任意に、少なくとも１種の酸官能性エチレン性不飽和モノマー、
　　ｉｉｉ）任意に、少なくとも１種の非酸官能性エチレン性不飽和モノマー、
　　ｉｖ）少なくとも１種の開始剤、及び
　　ｖ）任意に、少なくとも１種の放射線感受性架橋剤を含む構成成分の重合反応生成物
と、
　ｂ）任意に、少なくとも１種の非光架橋性（コ）ポリマーと、
　ｃ）任意に、少なくとも１種の放射線感受性架橋剤と、
　ｄ）任意に、少なくとも１種の補助剤と、
　ｅ）任意に、少なくとも１種の粘着付与剤と、を含み、
　感圧性接着剤組成物が、少なくとも１種の放射線感受性架橋剤を含む、実施形態１に記
載の方法。
【０１０７】
　３．架橋感圧性接着剤が、ホットメルト処理可能な感圧性接着剤を含む、実施形態１又
は２に記載の方法。
【０１０８】
　４．架橋感圧性接着剤が溶媒を更に含む、実施形態２に記載の方法。
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【０１０９】
　５．放射線架橋性感圧性接着剤前駆体を、放射線架橋の前に基材にコーティングするこ
とを更に含む、実施形態１～４のいずれかに１つに記載の方法。
【０１１０】
　６．基材が、テープバッキング又は剥離ライナーを含む、実施形態５に記載の方法。
【０１１１】
　７．少なくとも１つの発光ダイオードが、２００～６００ｎｍの範囲の波長を有する放
射線を提供する、実施形態１～６のいずれか１つに記載の方法。
【０１１２】
　８．少なくとも１つの発光ダイオードが、２５０～５００ｎｍの範囲の波長を有する放
射線を提供する、実施形態１～７のいずれか１つに記載の方法。
【０１１３】
　９．少なくとも１つの発光ダイオードが、３００～４００ｎｍの範囲の波長を有する放
射線を提供する、実施形態１～８のいずれか１つに記載の方法。
【０１１４】
　１０．少なくとも１つの発光ダイオードが、１０ｎｍ以下の範囲の波長を有する放射線
を提供する、実施形態１～９のいずれか１つに記載の方法。
【０１１５】
　１１．少なくとも１つの発光ダイオードが、互いに異なる波長で集中する放射線を提供
する少なくとも２つのＬＥＤを含む、実施形態１～９のいずれか１つに記載の方法。
【０１１６】
　１２．少なくとも１種の粘着付与剤が、存在し、かつ少なくとも１種のテルペンフェノ
ール、ロジン、ロジンエステル、水素化ロジンのエステル、合成炭化水素樹脂又はこれら
の組み合わせを含む、実施形態２～１１のいずれか１つに記載の方法。
【０１１７】
　１３．合成炭化水素樹脂が、脂肪族Ｃ５炭化水素、芳香族Ｃ９炭化水素、前述のいずれ
かの部分水素化型、前述のいずれかの完全水素化型及びこれらの組み合わせから選択され
る、実施形態１２に記載の方法。
【０１１８】
　１４．少なくとも１種の粘着付与剤が、コポリマー１００重量部あたり１０重量部を超
える量、又は総モノマー１００重量部あたり４０重量部～７０重量部の量で存在する、実
施形態２～１３のいずれか１つに記載の方法。
【０１１９】
　１５．少なくとも１種の放射線感受性架橋剤が、共重合（ＩＩ）型光架橋剤を含む、実
施形態２～１４のいずれか１つに記載の方法。
【０１２０】
　１６．共重合（ＩＩ）型光架橋剤が、パラ－アクリロキシベンゾフェノン（ＡＢＰ）、
パラ－アクリロキシエトキシベンゾフェノン（ＡＥＢＰ）、パラ－Ｎ－（メチルアクリロ
キシエチル）－カルバモイルエトキシベンゾフェノン、４－アクリロイルオキシジエトキ
シ－４－クロロベンゾフェノン、パラ－アクリロキシアセトフェノン、オルト－アクリル
アミドアセトフェノン、アクリル化アントラキノン、アクリル化ベンゾフェノン誘導体及
びこれらの組み合わせからなる群から選択される、実施形態１５に記載の方法。
【０１２１】
　１７．少なくとも１種の放射線感受性架橋剤が、総モノマー１００重量部あたり少なく
とも０．０５重量部の量で存在する、実施形態２～１６のいずれか１つに記載の方法。
【０１２２】
　１８．少なくとも１種の放射線感受性架橋剤が、総モノマー１００重量部あたり少なく
とも０．１０重量部の量で存在する、実施形態２～１７のいずれか１つに記載の方法。
【０１２３】
　１９．少なくとも１種の任意の非酸官能性エチレン性不飽和モノマーが、存在し、かつ
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水素供与性モノマーを含む、実施形態２～１８のいずれか１つに記載の方法。
【０１２４】
　２０．水素供与性モノマーが、Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミド、Ｎ－ビニルカプロラ
クタム、Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ－イソプロピルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルア
ミノエチルメタクリレート、２－［［（ブチルアミノ）カルボニル］オキシ］エチルアク
リレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピルメタクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノ
プロピルメタクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチルアクリレート、Ｎ，Ｎ－ジエ
チルアミノエチルアクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピルアクリレート、Ｎ，Ｎ
－ジエチルアミノプロピルアクリレート、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノエチルメタクリレート
、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチルメタク
リルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノエチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノエ
チルメタクリルアミド及びこれらの組み合わせからなる群から選択される、実施形態１９
に記載の方法。
【０１２５】
　２１．少なくとも１種の任意の非酸官能性エチレン性不飽和モノマーが、総モノマー１
００重量部あたり少なくとも０．０５重量部の量で存在する、実施形態２～２０のいずれ
か１つに記載の方法。
【０１２６】
　２２．アルキル（メタ）アクリレートモノマーのアルキル基が、好ましくは１～２４個
、より好ましくは４～２０個、更により好ましくは６～１５個、なおより好ましくは６～
１０個の炭素原子を含む、実施形態２～２１のいずれか１つに記載の方法。
【０１２７】
　２３．アルキル（メタ）アクリレートモノマーが、アクリル酸メチル、アクリル酸エチ
ル、アクリル酸ｎ－プロピル、アクリル酸イソプロピル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリ
ル酸イソブチル、アクリル酸ｎ－ペンチル、アクリル酸イソ－ペンチル、アクリル酸ｎ－
ヘキシル、アクリル酸イソ－ヘキシル、アクリル酸シクロヘキシル、アクリル酸オクチル
、アクリル酸イソ－オクチル、アクリル酸２－エチルヘキシル、アクリル酸デシル、アク
リル酸ラウリル、アクリル酸２－プロピルヘプチル、アクリル酸ステアリル、アクリル酸
イソボルニル及びこれらの組み合わせからなる群から選択される、実施形態２～２２のい
ずれか１つに記載の方法。
【０１２８】
　２４．アルキル（メタ）アクリレートモノマーが、アクリル酸イソ－オクチル、アクリ
ル酸２－エチルヘキシル、アクリル酸ブチル及びこれらの組み合わせからなる群から選択
される、実施形態２～２３のいずれか１つに記載の方法。
【０１２９】
　２５．少なくとも１種の開始剤が、存在し、かつベンジルジメチルケタール、１－ヒド
ロキシシクロヘキシルフェニルケトン、２－メチル－２－ヒドロキシプロピオフェノン、
ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインイソプロピルエーテル、アニソインメチルエーテ
ル、芳香族塩化スルホニル、光活性オキシム、２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニル
エタン－１－オン及びこれらの組み合わせから選択される光開始剤を含む、実施形態２～
２４のいずれか１つに記載の方法。
【０１３０】
　２６．少なくとも１種の開始剤が、総モノマー１００部あたり約０．０１～約５．０重
量部の量で存在する光開始剤を含む、実施形態２～２５のいずれか１つに記載の方法。
【０１３１】
　２７．少なくとも１種の開始剤が、存在し、かつ２，２’－アゾビス（２，４－ジメチ
ルバレロニトリル）、２，２’－アゾビソイソブチロニトリル、２，２’－アゾビス－２
－メチルブチロニトリル、（１，１’－アゾビス（１－シクロヘキサンカルボニトリル）
、２，２’－アゾビス（メチルイソブチレート）、２，２’－アゾビス（２－アミジノプ
ロパン）ジヒドロクロリド、２，２’－アゾビス（４－メトキシ－２，４－ジメチルバレ
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ロニトリル）、過酸化ベンゾイル、過酸化アセチル、過酸化ラウロイル、過酸化デカノイ
ル、ペルオキシ二炭酸ジセチル、ジ（４－ｔ－ブチルシクロヘキシル）ペルオキシジカル
ボネート、ジ（２－エチルヘキシル）ペルオキシジカルボネート、ｔ－ブチルペルオキシ
ピバレート、ｔ－ブチルペルオキシ－２－エチルヘキサノエート、過酸化ジクミル、過硫
酸カリウム、過硫酸ナトリウム、過硫酸アンモニウム、過硫酸塩とメタ重亜硫酸ナトリウ
ム又は重亜硫酸ナトリウムとの組み合わせ、過酸化ベンゾイル＋ジメチルアミン、クメン
ヒドロペルオキシド＋ナフテン酸コバルト、並びにこれらの組み合わせからなる群から選
択される熱開始剤を含む、実施形態２～２４のいずれか１つに記載の方法。
【０１３２】
　２８．少なくとも１種の開始剤が、総モノマー１００部あたり約０．０１～約５．０重
量部の量で存在する熱開始剤を含む、実施形態２～２７のいずれか１つに記載の方法。
【０１３３】
　２９．少なくとも１種の非光架橋性（コ）ポリマーが、存在し、かつポリ（メチルメタ
クリレート）、ポリビニルブチラール、ポリスチレン及びポリアクリロニトリル、並びに
これらの組み合わせからなる群から選択される、実施形態２～２８のいずれか１つに記載
の方法。
【０１３４】
　３０．少なくとも１種の非光架橋性（コ）ポリマーが、総モノマー１００部あたり約０
．１～約２５重量部の量で存在する熱開始剤を含む、実施形態２～２９のいずれか１つに
記載の方法。
【０１３５】
　３１．酸官能性エチレン性不飽和モノマーが、存在し、かつアクリル酸、イタコン酸、
メタクリル酸、アクリロニトリル、メタクリロニトリル、酢酸ビニル、アクリルイソボル
ニル、シアノエチルアクリレート、無水マレイン酸、ヒドロキシアルキルアクリレート、
ベータ－カルボキシエチルアクリレート、ネオデカン酸、ネオノナン酸、ネオペンタン酸
、２－エチルヘキサン酸又はプロピオン酸のビニルエステル及びこれらの組み合わせから
なる群から選択される、実施形態２～３０のいずれか１つに記載の方法。
【０１３６】
　３２．酸官能性エチレン性不飽和モノマーが、総モノマー１００重量部あたり０．５～
２５重量部の量で存在する、実施形態３１に記載の方法。
【０１３７】
　３３．少なくとも１種の補助剤が、存在し、かつ放射線架橋性添加剤、増粘剤、粒状充
填剤、酸化防止剤、着色剤、芳香剤又はこれらの組み合わせを含む、実施形態２～３２の
いずれか１つに記載の方法。
【０１３８】
　３４．放射線架橋性添加剤が、少なくとも１種のビス（ベンゾフェノン）を含む、実施
形態３３に記載の方法。
【０１３９】
　３５．ｃ）が、存在し、かつ架橋ポリマーを含む、実施形態２～３４のいずれか１つに
記載の方法。
【０１４０】
　３６．少なくとも１つの発光ダイオードが、少なくとも１つの紫外線発光ダイオードを
含む、実施形態１～３５のいずれか１つに記載の方法。
【０１４１】
　３７．実施形態１～３６のいずれか１つに記載の方法による放射線架橋感圧性接着剤。
【０１４２】
　３８．実施形態１～３６のいずれか１つに記載の放射線架橋感圧性接着剤及び可撓性バ
ッキング層を含む、接着剤物品。
【実施例】
【０１４３】
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　これらの実施例は単に例示を目的としたものであり、添付した特許請求の範囲に過度に
限定することを意図しない。本開示の広い範囲を記載する数値範囲及びパラメーターは、
近似値であるが、特定の実施例に記載される数値は、可能な限り正確に報告される。しか
し、いずれの数値も、それらの対応する試験測定値においてに見出される標準偏差から必
然的に生じる、特定の誤差を本質的に含む。少なくとも特許請求の範囲への均等論の適用
を制限しようとするものとしてではなく、各数値パラメーターは、少なくとも、報告され
た有効数字の桁数を踏まえて、通常の四捨五入を適用することによって、解釈されるべき
である。
【０１４４】
　材料の概要
　特に指示のない限り、実施例及び本明細書の残りの部分における全ての部、割合、比率
などは、重量による。表１は、下記の実施例に使用される材料の供給元を提供する。
【表１】

【０１４５】
　試験方法１．ゲル率
　全ての重量は、５つの有意な数値から記録した。溶媒ゲル試験を行い、ここで０．４９
ｃｍ×０．４９ｃｍ（１．２５インチ×１．２５インチ）の正方形を接着剤コートライナ
ーからダイにより切断した。接着剤をライナーから取り除き、計量済微細メッシュ金属バ
スケットの中に入れ、接着剤の入ったバスケットを計量して、初期接着剤重量を得た。次
に接着剤の入ったバスケットをガラスジャーに入れ、およそ１００ｍＬのＶＷＲ　Ｓｃｉ
ｅｎｔｉｆｉｃ（ＶＷＲ，Ｒａｄｎｏｒ，ＰＡ）からのテトラヒドロフラン（ＴＨＦ）を
加え、溶媒がバスケットの上縁部を超えないように注意しながら、接着剤を浸漬させた。
浸漬させた７２時間後、接着剤の入ったバスケットをトングの使用により取り出し、接着
剤及びバスケットを計量済アルミニウム計量パンに移す前に、過剰な溶媒を排出させた。
パンの中の接着剤の入ったバスケットをオーブンにより６０℃で６０分間加熱する前に、
バスケットの中の接着剤を部分的に空気乾燥して、いくらかのＴＨＦを除去した。オーブ
ンから取り出した後、パン及び内容物を５分以内に計量して、大気からのあらゆる水分の
取り込みを最小限にして、残留接着剤重量を求めた。ゲル率は、残留接着剤重量と初期接
着剤重量の比として計量した。
【０１４６】
　試験方法２．剥離力
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　１８０℃剥離接着力の特性を、ＡＳＴＭ表記：Ｄ３３３０／Ｄ３３０Ｍ－０４に従って
求めた。
【０１４７】
　この試験方法は、感圧性接着テープの剥離接着力の測定を網羅する。剥離接着力は、試
験基材のステンレス鋼及びＰＥコーティングアルミニウムパネルにおいて測定される。ス
テンレス鋼パネルは、次の寸法：５０ｍｍ×１２５ｍｍ及び１．１ｍｍの最小厚さを有す
る。ＰＥコーティングアルミニウムパネルは、５０ｍｍ×１５０ｍｍの寸法及び２ｍｍの
厚さを有する。
【０１４８】
　ステンレス鋼パネルの場合、パネルは、光輝アニール仕上げを有する、規格ＡＳＴＭ　
Ａ　６６６の３０２又は３０４型に適合する必要がある。ＰＥコーティングアルミニウム
パネルは、アルミニウムパネルと同様の寸法を有する１３ｍｉｌ厚（３３０μｍ）のポリ
エチレンフィルムを選択することによって作製され、ポリエチレン（ＰＥ）ペレットから
作製されるＰＥフィルムは、Ｅａｓｔｍａｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．（Ｋｉｎｇｓｐ
ｏｒｔ，Ｔｅｎｎ．，ＵＳＡ）から商品名「ＶＯＲＩＤＩＡＮ　ＰＯＬＹＥＴＨＹＬＥＮ
Ｅ　１５５０Ｐ」で入手可能であり、ＰＥフィルムを接着フィルムによりアルミニウムパ
ネルに固定する。選択されたＰＥの試験表面は、粗い表面の側である。
【０１４９】
　試験の前に、全ての試料は周囲条件（２３℃＋／－２℃及び５０％＋／－５％の相対湿
度）にコンディショニングされる。
【０１５０】
　周囲条件（２３℃＋／－２℃及び５０％＋／－５％の相対湿度）の室温設定の気候室に
おいて、およそ３００ｍｍの長さを有する１×１インチ（２．５４ｃｍ）幅の接着ストリ
ップは、２つの片刃かみそりを接着剤の平行面に保持する試験片カッターを使用して、コ
ンディショニング済試料から切断される。次にストリップは、清浄したステンレス鋼パネ
ル又はＰＥパネルに圧力を掛けることなく置かれる。ステンレス鋼パネルの清浄は、糸く
ずのないティッシュを用い、最初にメチルエチルケトン（ＭＥＫ）を１回通過させてパネ
ルを拭き取り、続いてｎ－ヘプタン、最後にメチルエチルケトン（ＭＥＫ）をもう１回通
過させて拭き取ることによって実施される。溶媒の１回の通過毎のパネルの拭き取りは、
常に乾燥するまで行われる。
【０１５１】
　次に接着ストリップは、２ｋｇのハンドヘルド式ゴムコーティングローラーを１０＋／
－０．５ｍｍ／秒で使用して、それぞれの方向に２回通過させて、基材に積層される。気
候室での２０分間の滞留時間の後に、１８０℃剥離試験が、ＦＰ－２２５５　Ｐｅｅｌ　
Ｔｅｓｔｅｒ（Ｔｈｗｉｎｇ－Ａｌｂｅｒｔ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ　Ｃｏｍｐａｎｙ製
）を使用して実施され、データが収集され、１０秒間で平均される。一例あたり３回の測
定を行い、平均をＮ／インチで記録する。
【０１５２】
　試験方法３．静的剪断
　静的剪断の特性を、ＡＳＴＭ　Ｄ　３５６４（手順Ａ）に従って求めた。ステンレス鋼
（ＳＳ）上の剪断強度：
【０１５３】
　この試験方法は、一定荷重をテープ及び基材の表面と平行方向に印加して、感圧性接着
テープが接着し続ける能力を測定する。
【０１５４】
　試験の前に、全ての試料は周囲条件（２３℃＋／－２℃及び５０％＋／－５％の相対湿
度）にコンディショニングされる。
【０１５５】
　剪断強度は、以下のＡＳＴＭ表記：Ｄ　３６５４／Ｄ　３６５４Ｍ－０６により測定さ
れる。
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【０１５６】
　最初に、接着剤の１インチ（２．５４ｃｍ）幅のストリップが、２つの片刃かみそりを
平行面に１インチ（２．５４ｃｍ）間隔で保持する試験片カッターを使用して、テープか
ら切断される。次に接着ストリップは、５０ｍｍ×１２５ｍｍの寸法（及び最小厚さの１
．１ｍｍ）を有する、規格ＡＳＴＭ　Ａ　６６６に従った光輝アニール仕上げの清浄なス
テンレス鋼パネルに設置され、ステンレス鋼パネルの１インチ×１インチ（２．５４ｃｍ
×２．５４ｃｍ）の区域をコーティングする。次に接着ストリップの上に、ハンドヘルド
式ゴムコーティング２ｋｇハンドローラーを、およそ１０ｍｍ＋／－０．４ｍｍ／秒の速
度で使用して、それぞれの方向に２回回転させる。次に静荷重として５００ｇの重りを使
用し、試験試料を空気循環オーブンの自動タイミング装置により７０℃で設置した。
【０１５７】
　実施例１
【０１５８】
　２－ＥＨＡ、ＡＡ及びＩＯＡのコポリマーを、米国特許第６，２９４，２４９号（Ｈａ
ｍｅｒ　ｅｔ　ａｌ．）に記載されているように、ポリオレフィンパッケージ内に封止し
て、ＵＶ光線下でバルク重合した。熱封止ポリオレフィン層を使用して、液体形態、充填
及び封止機械によって、矩形パッケージ材料を形成した。パッケージ材料に、９５％のア
クリル酸２－エチルヘキシル（２－ＥＨＡ）、５％のアクリル酸（ＡＡ）、及び０．１５
％　ｐａｒｔｓ　ｐｅｒ　ｈｕｎｄｒｅｄ　ｐａｒｔｓ　ｏｆ　ｒｅｓｉｎ（ｐｈｒ）の
Ｉｒｇａｃｕｒｅ　６５１のブレンドを有するプレ接着剤組成物で充填し、それに、アク
リル酸イソ－オクチル（ＩＯＡ）に溶解したアクリルオキシベンゾフェノン（ＡＢＰ）の
２４．８％溶液を加えた。プレ接着剤混合物は、０．０５ｐｈｒのＡＢＰを含有した。次
に充填されたパッケージを、２７ｇのプレ接着剤組成物を含有する個別のパッケージを形
成するために、モノマーの横断方向に上部で熱封止した。パッケージを、約１６℃～３２
℃に維持された水浴に入れ、紫外線におよそ１２．５分間曝露した。ランプを、パッケー
ジの表面に５．０ｍＷ／ｃｍ２のＵＶＡ照射を与えるように設定した。次にパッケージ化
接着剤を押し出して２ｍｉｌ（５０．８μｍ）厚のコーティングを、シリコーン処理剥離
ライナーに与えて、転写接着層をもたらした。
【０１５９】
　実施例２
【０１６０】
　ブレンドにおけるＡＢＰの量を増加して、最終濃度の０．１０ｐｈｒをもたらす以外は
、実施例１の手順に従った。
【０１６１】
　実施例３
【０１６２】
　ブレンドにおけるＡＢＰの量を増加して、最終濃度の０．１５ｐｈｒをもたらす以外は
、実施例１の手順に従った。
【０１６３】
　実施例４
【０１６４】
　この接着剤試料は、９５．５％のＩＯＡ、４．５％のＡＡ、０．００４５％のヘキサン
ジオールジアクリレート（ＨＤＤＡ）及び０．１５％のＡＢＰを含む感圧性接着剤１００
部を含み、これを実施例１に手準に従ってバルク重合し、次に４部の架橋ポリマー（９０
％のＩＯＡ、５％のジメチルアミノエチルメタクリレート（ＤＭＡＥＭＡ）及び５％のＡ
ＥＢＰを含む）と、５５部のＦｏｒａｌ　３０８５粘着付与剤と共に、シリコーン処理剥
離ライナー上に９５ｇ／ｍ２のコーティング重量で共押出した、架橋ポリマーは、酢酸エ
チルにおける溶液重合を介して４５％の固形分で生成した。エチル酢酸中のアクリレート
混合物の４５ｗｔ％溶液を調製した。重合をアゾ開始剤（Ｖａｚｏ　６０１）により開始
させ、重合を一定の撹拌下、６０℃で２０時間実施した。次に溶媒を、ホットメルト処理
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の前にストリップした。
【０１６５】
　実施例５
【０１６６】
　この接着剤試料は、９９．５％のＩＯＡ、０．５％のＡＡ及び０．１％のＡＢＰを含む
感圧性接着剤１００部を含み、これを実施例１に手準に従ってバルク重合し、次に５部の
架橋ポリマー（９０％のＩＯＡ、５％のジメチルアミノエチルメタクリレート（ＤＭＡＥ
ＭＡ）及び５％のＡＥＢＰを含む）と、６０部のＲ７１００粘着付与剤と共に、シリコー
ン処理剥離ライナー上に１００ｇ／ｍ２のコーティング重量で共押出した、架橋ポリマー
は、実施例４に記載されたように生成した。
【０１６７】
　実施例６～１０
【０１６８】
　実施例１の転写接着剤の５つの試料を、１分間当たり１５フィート（１分間当たり４．
６ｍ）の一定速度で動作するコンベアベルトの２インチ（５．０８ｃｍ）上方に位置する
、Ｐｈｏｓｅｏｎ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ（Ｈｉｌｌｓｂｏｒｏ，ＯＲ）のＳＴＡＲ
ＦＩＲＥ　ＭＡＸ　３６５　ｎｍ　ＬＥＤアレイのＵＶ放射線に、それぞれ１～５回の通
過により曝露した。これらの条件下において、ＵＶＡピーク照射は、７２０ｍＷ／ｃｍ２

であり、通過１回あたりのエネルギーは、４００ｍＪ／ｃｍ２であった。
【０１６９】
　実施例１１～１５
【０１７０】
　実施例６～１０の手順を、実施例２の接着剤を用いて繰り返した。
【０１７１】
　実施例１６～２０
【０１７２】
　実施例６～１０の手順を、実施例３の接着剤を用いて繰り返した。
【０１７３】
　実施例２１～２３
【０１７４】
　実施例１の接着剤を６００Ｗ／ｉｎのＦｕｓｉｏｎ　ＨバルブのＵＶＣ放射線に、２０
、４０及び８０ｍＪ／ｃｍ２でそれぞれ曝露した。
【０１７５】
　実施例２４～２６
【０１７６】
　実施例２の接着剤を６００Ｗ／ｉｎのＦｕｓｉｏｎ　ＨバルブのＵＶＣ放射線に、２０
、４０及び８０ｍＪ／ｃｍ２でそれぞれ曝露した。
【０１７７】
　実施例２７～２９
【０１７８】
　実施例３の接着剤を６００Ｗ／ｉｎのＦｕｓｉｏｎ　ＨバルブのＵＶＣ放射線に、２０
、４０及び８０ｍＪ／ｃｍ２でそれぞれ曝露した。
【０１７９】
　実施例３０～３４
【０１８０】
　実施例６～１０の手順を、実施例４の接着剤を用いて繰り返した。
【０１８１】
　実施例３５～３９
【０１８２】
　実施例６～１０の手順を、実施例５の接着剤を用いて繰り返した。
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【０１８３】
　実施例４０～４２
【０１８４】
　実施例４の接着剤を６００Ｗ／ｉｎのＦｕｓｉｏｎ　ＤバルブのＵＶＢ放射線に、１５
０、２００及び２５０ｍＪ／ｃｍ２でそれぞれ曝露した。
【０１８５】
　実施例４３～４５
【０１８６】
　実施例５の接着剤を６００Ｗ／ｉｎのＦｕｓｉｏｎ　ＤバルブのＵＶＢ放射線に、１５
０、２００及び２５０ｍＪ／ｃｍ２でそれぞれ曝露した。
【０１８７】
　３つの異なるレベルのＡＢＰを含有し、かつ３６５ｎｍのＬＥＤを使用した架橋された
実施例６～２０の架橋感圧性接着剤の性能を表２にまとめる。全ては、照射の後にゲル及
び剪断特性の迅速な増加を示し、広帯域Ｆｕｓｉｏｎ　Ｈバルブを使用して架橋した比較
物（実施例２１～２９）に匹敵していた。Ｆｕｓｉｏｎ比較物を含め、実施例６を除いて
全ての例は、１０，０００分の目標を容易に達成した。これは、恐らく、架橋感圧性接着
剤が多くの鎖の絡まりを有し、少ない鎖の絡まりを有する接着剤よりも少ない程度の架橋
を必要とするという事実に起因すると思われる。
【０１８８】
　実施例６～１０でＡＢＰレベルが増加すると、剥離力は低下する傾向がある。ＵＶＡの
ＬＥＤに曝露されると、剥離力は低下する。しかし、所定のＡＢＰレベルでは、剥離力は
、ＵＶエネルギーから驚くほど独立している。
【０１８９】
　実施例２１～２９のＦｕｓｉｏｎ　Ｈバルブデータは、ＬＥＤデータとかなり異なって
いると思われる。しかし、ＡＢＰ濃度が増加すると、剥離力は低下し、上記のＵＶのＬＥ
Ｄの例と異なり、固定したＡＢＰ濃度では、剥離力は、曝露が増加すると低下することが
分かる。このことは、水銀バルブの広いスペクトルの出力に起因しうる。長い波長は架橋
形成を誘導することができるが、吸収の程度は少なく、コーティングを透過することがで
き、一方、短い波長は、表面近くで優先的に吸収される。その結果、架橋の程度は、接着
剤表面の近くのほうが大きく、粘着力の損失をもたらす。
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【表２】

【０１９０】
　３６５ｎｍのＬＥＤを使用して架橋された接着剤コーティングを、３つの異なる曝露レ
ベルでＦｕｓｉｏｎ　Ｄバルブを使用して架橋した試料の比較データと共に含む、実施例
３０～４５の性能属性を下記の表３に示す。
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【表３】

【０１９１】
　２つの供給源を使用して照射した試料におけるゲルの結果は、同等である。接着剤４の
傾向は、平坦であるが、接着剤５は、曝露が増加すると剥離力に明確な低下を示した。２
つの例におけるＡＢＰ及びＡＥＢＰのレベルは同等であるので、この差についての明確な
説明はない。
【０１９２】
　データは、剥離力が接着剤４及び５の両方において、試験した曝露範囲にわたって一定
したままであることを示す。曝露の関数として剥離力が急低下した、Ｆｕｓｉｏｎ　Ｈバ
ルブを使用する接着剤１～３の曝露と対照的である（例えば、実施例４３と比較した実施
例３６の剥離力を参照すること）。この差は、おおよそ、架橋勾配の増加をもたらすＵＶ
Ｃ範囲におけるＡＢＰの高い吸収係数と結びつく、ＨバルブのＵＶＣ出力の増加に起因し
うる。
【０１９３】
　接着剤４及び５の剪断データは、粘着付与剤の存在下でＬＥＤ架橋接着剤の高温剪断性
能が増加したことを実証している。両方の接着剤は、５００ｇの荷重により７０℃で１０
，０００分の指標を超えた。差を見るため、荷重を１ｋｇに増加する必要があった。実施
例３０～３４を実施例４０～４２と比較すると、ＬＥＤ剪断の傾向は、全て高く、実施例
３１では１０，０００分を超えている。Ｄバルブ実施例４３～４５と比較した実施例３５
～３８にも同じことが当てはまる。概ね、ＬＥＤによる破損は、凝集性に関わる傾向があ
り、一方、Ｄバルブによる破損は、むしろ破裂を示す。ここでも、このことは、剪断特性
が増大すると、表面の粘着力が失われることを示している。ＬＥＤを用いたとしても、破
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裂が主な損傷様式となる点まで、表面架橋の程度を増加できることに留意されたい。
【０１９４】
　本明細書は、特定の例示的実施形態を詳細に記載してきたが、当業者は、前述を理解し
た上で、これらの実施形態の代替物、変更物及び均等物を容易に想起することができるこ
とが理解される。更に、本明細書において参照される全ての出版物及び特許は、個別の出
版物又は特許が、参照により特定的及び個別に指示されて組み込まれる場合と同じ程度に
、それらの全容が参照として組み込まれる。様々な例示的実施形態が記載されてきた。こ
れら及び他の実施形態は、以下の特許請求の範囲の範囲内のものである。
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